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産業データベース委員会中間報告書の作成にあたって

我が国の産業の現状は、21世紀を 目前に して歴史的な転換期にあり、今 日まで培 ってきた

産業社会の壁を破って新たな飛躍を準備 し実行すべき時にあるという認識のもとに、このよ

うな変化を もたらした直接的要因である情報通信技術の革新的な進歩に視点をあて、特に緊

急な課題である広域企業間システムの現状と課題について認識を深め、産業界は勿論行政や

情報産業界等関係方面に早急な対応を広 く求める必要が痛感されていた。

本委員会は、このような目的に寄与すべ くユーザー専門委員会の活動を引き継ぎ、主要産

業界において企業間システムの開発を直接担当され、それぞれの分野で優れた成果を収め ら

れた委員を中心に、学識経験者を加えて議論を深めてきた。活動の内容はすでに中間報告書

で報告 したとお りであるが、平成9年 度は主 として各業界における企業間システムの実態に

ついて相互の認識と理解を深め、平成10年 度でグローバルスタンダー ドへの対応を中心に、

標準化への取 り組み等具体的な課題の整理を行 った。

今年度はその流れを受けて、前年度提起 した課題のいくつかについて議論を深めながら、

一層顕著になってきた米国を中心 とする厳 しい国際経済への対応、経営基盤の変革等、産業

データベースを考える上で不可欠な事象についての討議を行 った。これまでの2年 にわたる

本委員会の活動は、我が国産業情報化の実体 と課題、特に克服すべき共通課題を明 らかにす

べ く努力を重ねてきた。しか しこの間にも世界の経済環境、特に情報化の環境は想像を絶す

る早さで変化を続け、議論を深めつつ も常に世界の情勢を見極める必要があ った。我が国の

経済環境 も国際的な変革の波を直接受け、苦境を脱するための早急な対応が強 く望まれてい

る。本質問題の討議と対策の検討は今後 とも継続すべきであることは論を待たないが、21世

紀を目前にした世界の情勢を常に確かめなが ら、これからの産業データベースに関わる諸課

題を具体的に議論する必要があろう。



一つ には米 国経済 のめ ざま しい活性化 に果た した強力な情報化 の力 の評価であ る
。グロー

バ ルス タ ンダー ドの意 味す るところ も直裁 な認識 が必要であ る。またイ ンターネ ッ トの急速

な広が りは、世界 経済 に予断を許 さぬ影響力 を もた らして きた。勿 論負の面 に対す る的確 な

対応が条件 と してあ るものの、グローバルな広が りを持つ広域経済 活動の実体 を形成 しつつ

あ ることを認識 しなけれ ばな らない。企業情報化のみな らず個人 の生活の領域 に も大 きな変

化を与えて い るネ ッ トワー クの拡大 は、企 業経営のみな らず政治 、経 済、社会 のあ らゆる分

野 に変革を もた ら しつつ あ り、産業 デー タベースの視点 に も大 きな影響を与え てい る。

20世 紀 も残す ところ僅か とな って きた。電子商取引は既 に現 実の もの とな ろう と してお

り、ネ ッ トワー クを基盤 とす る情報化 の進展 は、企業間の壁を越え、国境 す ら越 えて グロー

バ ルな経済活動 を可能 に してきた。本委員会 で議論 して きた産業デ ータベ ースの課題 も、こ

のよ うな時代 における企業経営 の本質 に根 ざした もの と して、産業界 を始め関係各位 にい さ

さかな りと も貢献 でき ることを期待す る次第 である。

平成11年3月

財 団法人 データベ ース振 興セ ンター

産業 データベ ース委員会 委員長 伊藤正雄
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1.委 員構 成

委 員 長

副委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成10年 度産業データベース委員会委員名簿を以下に示す。

伊藤 正雄(社)日 本情報 システム ・ユーザー協会 理事長

合庭 惇 静岡大学 情報学部 教授

井岸 松根(社)日 本加工食品卸協会 専務理事

井 口 與志昭(株)マ イカルシステムズ 取締役本社 システム事業部長

上野 圭輔 三井化学(株)シ ステム部部長補佐

圓川 隆夫 東京工業大学 社会理工学研究科 経営工学専攻教授

白井 万佐寿(株)日 本総合研究所 エ レク トロニ ック どビジネスソリュー

ション事業本部開発第3グ ループマネジャー

専田 弘泰 繊維産業構造改善事業協会QRコ ー ドセ ンター主任部員

馬場 純夫 ライオ ン(株)統 合システム部主任部員

平沼 博志(社)日 本電機工業会 重電 ・原子力部長

堀内 好浩(財)国 民経済研究協会 情報社会研究セ ンター 所長
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2.開 催 日程

いずれ も会場 は、(財)データベー ス振興セ ンター・-7階 会議室 にて開催 した。

同

時

マ

話

1

一

第

日

テ

講

平 成10年(1998)10月2日(金)15:00～17:00

:「カ ー ド社 会 シス テ ム へ の 取 組 」

(株)日 本 総 合 研 究 所 エ レク トロニ ック ・ビジ ネ ス ソ リュー シ ョ ン事 業 本 部 開

発 第3グ ル ー プ マ ネ ジ ャー 白井 万 佐 寿 委 員

第2回

日 時:平 成10年(1998)11月30日(月)15:00～17:00

テ ーマ1:「 実用性の 高い標準を確立す るためのアプ ローチ」

講 話 三井化学(株)シ ステ ム部部長補佐 上野圭輔委員

テ ーマ2:「 創 造性 と コ ミュニケーシ ョン能力 を高め る 「メデ ィア・リテ ラシー」教育/訓 練」

講 話(財)国 民経済研究 協会 情報社会研究 セ ンター 所長 堀 内好浩 委員

第3回

日 時 平成10年(1998)12月18日(金)15:00～17:00

テーマ1:「 繊維 産業 におけるQRとQRコ ー ドセ ンターの機能 」

講 話:繊 維産業構造 改善事業協会QRコ ー ドセ ンター 主任部員 専 田弘泰委員

テーマ2:今 後 の進 め方 、検討課題の担 当者割 り振 りにつ いて

同

時

マ

話

4

一

第

日

テ

講

:平 成11年(1999)1月21日(木)15:00～17:00

:「ITの ポ テ ン シ ャル を 活 かす 組 織 変 革 」

:東 京 工 業 大 学 教 授 圓 川 隆 夫 委 員

第5回

日 時 平成11年(1998)2月12日(金)15:00～17:00

テーマ1:「 マネ ジメ ン ト層 の新 しい能力 開発 」

講 話:東 京工 業大学 教 授 圓川隆夫委員

テーマ2:「 異 な る組織間 で相互 共有す るための情報の構造化 アプ ロー チ」

講 話(社)日 本電機 工業会 重電 ・原子力部長 平沼博志 委員

第6回

日 時 平成11年(1999)3月18日(木)15:00～17:00

テーマ1:「 基盤 と しての イ ンターネ ッ ト型 イ ンフラの利点 と弱点」

講 話:ラ イオ ン(株)統 合 システム部主任部員 馬場純 夫委員

テーマ2:報 告書 の検討
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2

3.調査研究の視点

平成6年 度か ら平成8年 度 にわた る3年 間のユ ーザー専 門委員 会の活動 を発展 的 に継承す

る形でス ター トした本委員会 は、産業社会 にお ける情報化 の推進、就 中広域 企業 間 システ ム

が急速に進展す る中で産 業デー タベ ースの視点 か ら現状の認識 と問題点の整理 を行 い、課題

となるテーマ に関 して議論を重ね、調査研究 活動を展開 して きた。

特 に、最近 のアメ リカでのEDIやEC、CALSの 進展 に関 しては、企業 の情報 システ ム担 当

部 門だけでな く、日本 の政 府機 関お よび企業 の経 営層か らも強 い関心が もたれて い る。日本

経済復活の鍵を握 るものが、情報技術(以 下IT)の 活用で あるとい う認識 に基づ き、これ らの

基盤整備が急務であ ることを確認 した。

旧来の 「情報化」は、ほぼ 自動化あ るいは省力 化 とい った、合理化 の手 段 と して捉え られ

てきた傾 向が強 く、情報化 に よる効果を表現す る尺度 と して、一般 の設備 投資 と同様 に投資

効率を判断す るとい うことが広 く行 われ てきた。しか し、パ ソコ ンをクライア ン トとす る昨

今の クライア ン ト・サーバ ー ・システ ムで は、直接 的な省力化 や コス トの 削減 よ りも、む し

ろ知識の共有化 によ って環境変化 に即応 した意志 決定 や、企業 か らの情報 発信 に よる顧 客

サ ー ビスの充実 とい った間接的な効果を通 して、組織全体 のひいては国家 レベル の競 争力の

強化 に寄与す る もの と考 え られ る。電子商取 引を は じめ広域企業 間 システムの展 開は特 にこ

の ような認識 が重要 であ る。

特 に最近 のハ ー ドウ ェア コス トの低 下 と機能の 向上 は、従来 のメイ ンフ レーム中心の シス

テ ムと比較 して、各企業 とも高度な情報化 が容易 にな り、さまざまな規制緩和 や脱系 列化の

動 きのなかで中堅 ・中小 の企 業の参入機会 も拡大 し、結果的 には調達 コス トを下 げ、ア ウ ト

プ ッ トまでの時間を短縮す ることにな る もの と期 待 され る。

平成9年 度 まで は、代表 的業界 における企業 間 システ ムの現状認識 と問題 点の整 理を踏 ま

え、具体 的な課題 を提起 したきたが、この間に もグローバ ルな経済環境 は激変 してお り、新

しい視点か らの議論 も必要 とな って きた。

昨年度の議論

昨年度の議論は以下のような点に整理 される。

(a)産業情報化のパ ラダ イム転換 に関 して

産業の情報化の進捗 は、従 来の システム側 か らの仕様 や用途の決定で はな く、最終 的には

消費者か ら企業までユ ーザー主導で ほとん どの コンピューターがオープ ンなネ ッ トワー ク上

8



に繋が る環境 によ ることがで きる。

こう した条件 の もとで は、ユ ーザ ー 自身を含む共同的な グループ全体 の最適化 を模索 す る

ことが重要 であ る。情 報技術 の汎用性 や標準化 が進み、使い やす くなればな るほ ど、この傾

向はさ らに進 む ことにな る。

特 にイ ンターネ ッ ト型 の情報 システムが広 く取 り入れ られ るよ うにな った現 在、企 業や業

界 は、情報 システムを これ までの企業 内の最適化 か ら、よ り開かれ た世界 に通用す る新 しい

情報技術を必 要 と してい る。

ただ し、現状 では産業界 はITを 利用 した経営の可能性 を本格 的に追求 して いる とはいえ

ず、全社 的な経営 レベル でITを 中核 と した変 革を指 向 してい る企業 ・業界 は限 られて い る。

既存 の組織形 態や ビジネ ス慣 習が、あ る意 味では1980年 代 の 日本 の国際競争力 を支 えた た

め、まだ競争力 の弱体化 へ の危機意識が少 ない。だが、こう した現状認識 の甘 さは、すで に

産業情報化 においてア メ リカに遅れ を とってお り、今後 グ ローバ ルな場面で の競争力 低下を

招 きかねな い。

現在、産業 界 は基本 的に各 業界を単位 と してEDIやEC/CALSへ の取 り組 みを強化 して い

るが、こ う した取 り組みが有効 に機能 す るためには、経営 の トップ レベル が積極 的に推進 し

てい く必要 があ る。特 に、標準 化 はそれぞれの業界 におけ る中核的な組織 が率先 して実践 し

なけれ ばい けない。

(b)標準 化の あ り方 に関 して

パ ソコ ンやそのOSが デ ファク トスタ ンダ ー ドとい う形で と りあえず 標準化 され 、サ ー

バ ー とブラ ウザーを使 った コ ミュニケー シ ョンが普及 してい く中で、企 業間や企業 と生 活者

とが直接 ア クセ スで きる環 境が整 って きてい る。

しか し、現 状のEDI、ECな どのデー タ交換 に関す る標準化 の動 きは、必ず しも情 報 システ

ムの利用実 態 と連動 して い るわ けで はない。国内 ・国際標準 と企業 内の独 自システ ム との ト

ラ ンス レー シ ョン(変 換)も 進みつつ あるが、実際 に業務 に適用す る際 には問題 も多 く、円

滑な企業 間連携の 阻害要 因 とな って いる。

本来、標準 化 とは技術や システ ムの問題 とい うよ りも永続 的な 「運動」と捉え る必要 があ

り、EDIやEC/CALSも 同様 で ある。日本 の場合、標準化 は一般 に事務処 理や生産 に対応 した

情報 システム構築 の効率化 の問題 と して捉え られてい ることが多 く、一般 的な設備投 資 と同

類視 され る傾 向があ る。

また、標準化 の利害 に直 接関係す る企業が積極的に推進 す るので はな く、公的な標準 の確

立を受 け身で待 ち受 ける とい う姿勢 に も問題 がある。これ に対 して欧米の標準化 に対 す る民

間の姿勢 は積極 的かつ 自主 的で 、実用性 のあ るデフ ァク ト・ス タ ンダー ドを協 同 して追求 し
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て いこうとい う動 きが強い。日本 の標準化 も 「他 人任せ」の姿勢 を見直 し、本 当に使え る標

準を生み 出 してい く必 要があ ろう。

(c)企業間連携 に関 して

日本経済は1980年 代の発展を通 して否応な く国際的な大競争時代を迎え、これまでの大

企業とその系列取引先 との間で形成 されてきたデータ交換の様式について、よ りグローバル

な標準との整合性が求められている。これまでの企業間あるいは企業グループ間の競争か ら

脱系列、脱垂直統合的な企業間連携を実現 してい くには、情報システムの構築に対す る姿勢

や風土そのものを変えることが必要 となる。

広域企業間システムの場合、異なる組織の間で共有すべき情報と固有の情報をどのように

区分 してい くかが問題になる。む しろ情報そのものの独自性にではな く、同 じ情報か ら何を

読みとりどのような意思決定を行 うかが競争力にな りつつある。

現状では異質な組織文化が情報環境を共有 しながらビジネスを進めるルールづ くりができ

ておらず、これが中途半端なままでは混乱を起 こし、不必要なコス トを生む恐れがある。

(d)「情物一体化」 に関 して

ビジネス情報がネ ッ トワークで交 換 されるよ うにな るに従 って、現実 の物 流 との 関係性 を

どのよ うにデザ イ ンしてい くか が大 きな課題 とな る。

従来は企業 間取 引を商社や卸が仲 介 してきたが、企業 が相互 に直 接ネ ッ トワー クでデー タ

交換を行 うときにどの よ うな役 割を果た してい くか が問題 にな る。商社の よ うな業態 には今

後 、物流 や商談を仲介す るだけではな く、情報ネ ッ トワークの革新 について 中枢 的な役割 が

期 待 される。

(e)ワ ー クスタイル(仕 事の進め 方)に 関 して

ITを 活用 した効果 では、技術 的な要素 は全体 の20%程 度 に過 ぎず、残 りは組織 の仕事 の進

め方に依存 してい る。この 「IT時代 に即 した仕事 のあ り方を変 え る」部分 が現 状の産業 の情

報化 における最大の障壁 とな ってい る。

これまで 日本 の産業界 は欧米 的な標準化 され た仕事 の仕組 み の上 に、TQCやTPM、JIT

とい った全員参加 によ る改善(Kaizen)と い う手法 を加 味 したのが強 みだ った。現 在で は、

こう した手法 は、欧米 にキ ャ ッチア ップされ、さ らに洗練 されたサ プライチ ェー ンマネ ジメ

ン ト(SCM)な どに結実 してい る。 ここによ り広い演繹的 な枠組 みを導 入す る必要 があ る。
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仕事 の処 理を個人 の知 識や人間関係 においてい る 日本の企業社会 は 「全員参加 」型の経

営風土の中で これ まで 有効 に機能 して きたが、ITを 活用 して徹底 した ビジネスス ピー ドの

向上を図 らねば、国際 的競争力 の再構築 はむずか しい。

多能工化やQCサ ー クルな どのチームによ って高品質のモ ノづ くりで国際競 争力 を培 って

きた 日本の産業界 は、これか らの高齢化や労働 力の流動性 の高 ま りのなかで 、蓄積 され た知

識や経験 を どの よ うに継 承す るかが課題 にな る。組 立産業 の一部で は、ボル ボイズム に近 い

単独作業者に よる最終製 品までの生産 も試み られてい るが、こう した部分 をデ ジタル化す る

方向 も必要 ではな いのか。

ITを 活用 した企業組織 への変革 は、当然個 々の労働者 の情 報 リテ ラシーの 向上 が必要 で

あ り、教育 ・訓 練や管理 ・評価の システム も改めて い く必要 がある。日本 企業 のほ とん どで

は、業務 プロセスが標準化 されていないため、労働者個人 は、経験 と以心伝心 で仕 事 を覚 え

る部分 が多い。ITを 活用 した産業変革が真 に効果 をあげ るには、組織の中で の個 人の役割

や能力 、あ るい はコ ミュニケ ーシ ョン ・スキルがよ り明確 にされ る必要 もあ る。

(f)情報 の構造 化 ・共有 に関 して

日本 的な ビジネ ススタイルの利点を も活か してい くには、標準化 され構 造化 された仕事

の進 め方を確 立す る ことが必要 にな って きてい る。

コンピュー ターに託す 仕事 と人間が行 うべ き仕事 を区分 して初めてITが 活用で き ること

になる。欧米 型の企 業文化の 中には、広 くITを 導入す る前提 となる情報 の構 造化 、標準化

に対す る明確 な思 想 ・手法 が存在す るが、 日本 には定着 していな い。

異 なる企業 組織間で情 報を共有す るためには 「文化 」の異 なる組織 間で共 通 に活用で き

る情報 の構造 化の手法 を模索す ることが不可欠 であ る。

(g)IT時 代 の人 と組織 に関す る問題

ITが もつ ポテ ンシャルを活かすため には、組織変革の方 向を 「組織 にネ ッ トワー クを合

わせ る」ので はな く「ネ ッ トワー クに合 わせ て組織 をデザ イ ンす る」ことが必 要 になる。従

来 までの 日本 の情報 システ ムの問題は、社内での業務を細部 まで コンピューター化 しよ うと

す る 「カスタマイズの行 き過 ぎ」にあ る。

創造性 と コ ミュニケ ー シ ョン能力を高め る 「メデ ィア ・リテラ シー」に関す る教 育 と訓

練 は、情報機器 やパ ッケ ー ジソフ トの操作法 に習熟す るだけに留 ま らない、広 義の コ ミュニ

ケー シ ョン ・スキルの 向上策が必要にな る。

人事面 につ いて も、ネ ッ トワー クでの知 的創造 を喚起す る評価 と管理 の システ ムが確立
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され る必要 がある。

現場のブルーカラーが持つ知識 や経験をデ ジタル化 して共有 し継承す る方策が求め られ る。

それまで属人 的な知識 と して保存 されて きた ものを コ ンピューターに取 り込んでデ ータベ ー

ス化 し、有効 に運用 してい く、 ナ レッジ ・マネ ジメ ン トの観 点が必要 にな る。

マネジメン ト層につ いて も、「知識 を媒介 す る者」と して の新 しい職能 開発 を通 じて、新

しいマネー ジ ャー像へ と変化 してい くことが避 け られ ない。 これ か らはタス ク ・コーデ ィ

ネ ーシ ョンや編集型 のマネ ジメ ン トが追求 され る。

以上の課題 を踏 まえて、今年度の活動 結果 と して以下の 内容 で報告す るこ とと したい。

1.先 行す る米国経済 と情報化 投資

2.産 業デー タベ ース標準化 の現状 と展望

3.事 例研究

4.討 議テーマの整理

5.今 後の課題

12



一
第1部 検討課題 と実例報告



1

1.先行する米国経済と情報化投資

データ クエ ス ト社 の調査 によれ ば、1989年 の全世 界でのパ ソコン販売台数 は約2100万 台

で、その うち900万 台がア メ リカ国内で販売 され た。1998年 は、世界で約9300万 台、 アメ

リカでは3600万 台 に達 した。それぞれ40%前 後が アメ リカでの販売 とい うことにな る。1980

年代 か らの不況を克服 し、平 時 としては第2次 世 界大戦後で は最長の拡大 を続 けてい るアメ

リカ経済 だが、日本で は対照 的に長期 の不 況 と失業者の増加 とい う状況 に直面 して いる。統

計の基準が違 うア メ リカと 日本では失業率 が逆転す る ことな どかつ ては想像 す らで きなか っ

たが、1999年 初頭 に現実の逆転が起 きて しま った。コ ンピューター、特 にパ ソ コ ンの普及 だ

けでな く、パ ソコ ンの需要 を促す前提 としてデー タの様式や プロ トコル の標準化 が進 み、よ

りオープ ンな条件で調達や販売が行 われ る環境 が形 成 され、その ことがさ らに需 要を拡大す

るとい う循環を作 り出 してい る。

(1)米 国経済の情報化における標準化 と産業への影響

1980年 代 後 半 以 降 の ア メ リカ経 済

1980年 代末、 日本国 内においては1986年(昭 和61)11月 を谷 と して、51か 月 にわ たる長期

の景気拡大 をみせ ていた。 これ は1965年10月 に始 まるいわゆ る 「い ざな ぎ景気 」に次 ぐも

ので、後 に 「バ ブル景気」と評価 され ることにな るが、同 じ時期 アメ リカで は、上 下両院合

同経済調査委員会の民主党 スタ ッフが1986年 に 「両岸経済」(bi-castaleconomy)と い う用

語を用いたが、これは東西の両海岸地域 、す なわ ちニ ュー ・イ ング ラ ン ド、中部 お よびペ ン

シルベニ アを除 いた南部大西洋岸 とカ リフ ォルニアを加えた16の 諸州 では、1981～1985年

間の経済成長 率が他 の諸州 では成 長率 が1.4%に す ぎなか ったの に対 し、平 均4.0%の 高率

だ った ことをさ して いる。1人 当 りの個人所得 で も、両岸諸州 は他の地域 を16%上 回 り、労

働力の増加率で も10.4%対7.4%と 他 の地域 を大 き く上 回 った。冷戦 末期 にあ たる この時期、

「強 いア メ リカ」を標榜す る レーガ ン政権 の下で 「スターウ オーズ計画 」な ど、ハ イテ クを

駆使 した軍備の拡張が強力 に推進 され た結果 、基地 を多 く抱え るカ リフ ォルニ アを筆頭 に、

ニ ュー ・イ ングラ ン ドなどの両岸地域 に大 きな利益を もた らした もの だ。

アメ リカ経済 は、レーガ ン政権下の1983年 か ら1990年 までの拡大 期 は、平 均でGDP成 長

率が年率3.6%で 、着 実に長期の好景気 を実現 して いた。しか し、それ を可 能 に して いたのは

減税による消費刺激 と国防支 出の拡大 であ り、民 間設備投資 は低水準 にあ った。好景気 であ

るにもかかわ らず、この時期の設備投資 は年平均3.1%増 で、さ らに税制 改正 を控え た駆 け込

みの投資が 目立 った1984年(前 年 比17.3%増)を 除 くと年平均1.1%増 と明 らか に低水準 で

推移 した。

為替は半ば意識的に ドル高政策 が と られ たため 、輸 出に依存す る農業 、林業 、鉱業 、機械
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な ど、内陸部を 中心 とす る産業 は次第 に国際競争力を弱め、両岸地域 との差 が強 く出 るよう

にな って い った。さ らに、高金利政策 で両岸地域に多い金利生 活者や債権者 な どの富裕層 の

購買力 が高 ま った。

1989年 か ら始 まる一連の東 欧、ソ ビエ ト連邦の 自由化 の動 きは1990年10月 の東西 ドイツ

の統 一に よ ってクライマ ックスを迎え た。こう した冷戦の終結 は、ア メ リカの過剰 な軍事支

出を不 要 にす るとと もに、冷戦時代 に拡大 した国防費の削減 によって財政 の健全化 を 目指す

条件 を整え た。しか し一方で軍需 関連 の開発費削減や基地の縮小 ・閉鎖 が、両岸経済 に対 し

て深 刻な打撃 を与え てい くことにな る。1977～1987年 の期 間にア メ リカの国防 関係 での被

雇用者 数 は234万 人増加 したが、1987～1992年 間には逆 に90万 人減少 した。雇用 面だ けで

な く、産 業界で も航空機製造 メ ーカーを初め とす る防衛産 業が受 注量を減少 させ 、大型企業

合併 を招来 してい く。

ク リ ン トン政 権 の誕 生 とア メ リカ 産 業 の再 生

レーガ ンに続 くブ ッシュ政権は、1991年1～2月 の湾岸戦争 で戦 費の相 当部分 を 日本 を始

め とす る同盟諸国 に負担 させ ることに成功 した。しか し、その後 に続 いた国際 収支 の赤字拡

大 、不況 、財政 赤字の拡大 とい った状 況に対 して、国民は1992年 の大統領選 挙で、現職有利

と一般 にいわれ る予想を裏切 って民 主党の ク リン トン政権の誕生 を支持 した。ク リン トン政

権 の誕 生 は、 ひとことで表現す るな ら、中産 階級 の再生 に期待 した ものだ った。

1983年 か ら増加 に転 じて1990年 まで拡大を続 けたアメ リカ経済 の 中で、いわ ゆ る中産階

級 は富裕 層 と貧困層 とに両極化 してい くことになる。アメ リカは1980年 代後半 にな って、世

界最大 の債務 国にな ると ともに、自動車や家電な どの組立型製造業 を初め とす る諸分 野で国

際競争力 を低下 させ てい った。その時期 に政府が意識的に国内消費 を刺激 したこと もあ って、

同時 に輸入超 過額 が急増 してい った。1992年 の大統領選挙 で国民 が求め たの は、製造業 を中

心 とす るア メ リカ経 済の再生を果 た し、輸 出を拡大 してい くことであ った。

さ らに、冷戦の終結 に伴 って生 じる軍需産業な どか ら出る余剰人員 を円滑 に民生 品分 野に

再配置す る こと、拡大 した貧富 の差 を埋 め、貧 困層 や中産階級の賃金 を引き上 げるために労

働力の価値 を高める こと、消費刺激 型の経済構造 を貯蓄率 を高 め る形 に改め るこ とな どが求

め られ た。

長 期 にわ た り拡 大 す る ア メ リカ経 済

1991年3月 の底か ら回復 に入 ったア メ リカ経済 は、1999年3月 か ら拡大期9年 目に入 った。

ア メ リカの景気拡大 は、第2次 世界大 戦後9回 で平均期間は50か 月で あるか ら、今回 の局面

がいか に長期 にわ たる ものかが理解 できる。大戦後第2位 の1980年 代 の92か 月 を超 え1960

年代 の106か 月 につ ぐ2番 目の長期拡大を続 けてい る。

15



1.'一 る

アメ リカ経済の潜在成長率 は、年率2%台 前半 といわれ てい るが、1992年 か ら1997年 まで

の6年 間で、年平均3.0%の 成長を続 けて いる。 と くに1995年 以 降、成長 率 は年 々高 ま って

お り、1997年 には3.9%と い う高 い成 長率を実現 した。

拡大の過 程をみると、1991年 のマイナ ス成長か ら緩 やか に回復 に転 じて、1994年 の成長

率は3.5%と 成長を加速 した。

金融緩和政策 や、メキ シコ通貨危機へ の素早い対応を市場 が好感 した こと もあ って、アメ

リカ経済は96年 に再び成長率を2.8%へ 高め た。さ らに1999年 春 にはダ ウ平均で初 の1万 ド

ルを突破す るとい った好景気 に沸いて いる。

雇 用 な き景 気 回復

1980年 代の レーガ ン政権下 の経済 成長 と比較 して1990年 代 の経済成長 が質 的 に違 うのは、

設備投資の拡大 がGDPに 大 き く寄与 して いる ことであ る。1997年 までの実質GDP成 長 に対

す る設備投資の寄与率 は27%で 、1980年 代 の経済 の拡大 局面で は、設備投 資の寄与率 はわず

か8%に す ぎず、技術革新 が継続 した1960年 代で さえ寄与率 は10%台 前 半で しか なか った と

推計 されて いる。1990年 代 の設備投 資増加 の中心 は情報 関連の もので、その多 くの部 分が労

働代替 であ った。

ア メ リカの1990年 代初 頭の経済状況 は、「雇 用な き回復 」と 「所得格差 の拡大 」とい う性

質 を もって いた。過去 の景気 回復局面 では、景気が底を打 ってか ら1～2カ 月 の うちに失業

率 が低下 しは じめてい る。た とえば、前 回の1982年12月 か らの回復局面で は、底 を打つ と

同時に1983年1月 か ら失 業率 は低下 してい るし、失業率 の改善が遅れた1970年12月 か らの

回復局 面でさえ9カ 月後 には失業率 の低下が見 られ た。

このよ うな過去 の景気 回復 と失業率 の関係 は、1991年4月 か らの景気 回復局面 で は、景気

の底が確認 されてか ら1992年6月 まで失 業率が15カ 月間悪化 し続 けた。失業率 の水準 は、6.7

%か ら7.8%へ 悪化 し、その後 もさ らに1993年2月 に6・6%へ 改善す るまで17ヵ 月 もかか っ

て いる。結局失 業率が1991年4月 の景気 回復 の初期水 準 よ り低下す るまで合 計 して2年8カ

月かか った。さらに平均の失業期 間 は、1991年 の13.7週 か ら1994年 の18.8週 へ と、マ ク ロ

指標 で明 らかに景気 が回復 してか らも失業期 間が長期化 し、雇用不 安が重 く押 しかか って い

た。

情 報化 投 資 が 主 導 した ア メ リカ の経 済 成 長

ア メ リカのGDPに 占め る情報 通信技術(IT技 術)に 関連 した投 資の比 率は、1985年 には4.9

%だ ったが、パ ソコ ンが本格的 に普及 し始 めた1990年 に は6.1%と な り、1993年 にイ ンター

ネ ッ トによる商業活動 が広 が ってい くと急速 に比率 を上げた。アメ リカ商務 省の調 査 による

と、IT関 連投資は1993年 に6.4%だ ったのが、1998年 に は8.2%に 達 した とされ てい る。情

16



報 関連 の 投 資 はハ ー ドウ ェ ア と ソ フ トウェ ア、サ ー ビスの 合 計 で あ るが 、実 際 に コ ン ピ ュー

タ ーを 使 った商 取 引 や 情 報 サ ー ビスが 、GDPに 寄 与 した比 率 は15%に 達 す る と も見 積 も られ

て い る。

ま た、ア メ リカ の証 券 会 社 の 調 査 に よ る と、企 業 の設 備 投 資 全体 に 占 め る情 報 通 信 な どの

ハ イ テ ク投 資 比 率 は、1990年 に は20%に す ぎ なか ったが 、1998年 に は40%に 達 した と い う。

コ ン ピュ ー タ ー産 業 は 、 ソ フ トウエ ア な どの サ ー ビス 部 門 も含 め て 、 概 算 して10年 間 に約

100万 人 分 もの雇 用 を 創 出 した と言 わ れ る。

ア メ リカ商 務 省 が1997年7月 に発 表 した 「電 子 商 取 引 の世 界 化 構 想(FrameworkforGlobal

ElectricCommerce)」 で はNUAイ ンタ ー ネ ッ ト・サ ー ベ イ ズ の デー タ と して96年 の イ ン ター

ネ ッ トのユ ー ザ ー は2800～4000万 人 で そ の うち ア メ リカで の ユ ー ザ ー は83%程 度 と推 計 さ

れ て い る。 同 サ ーベ イ は 続 けて1997年 末 で は1億 人 以 上 の ユ ー ザ ー に な る もの と して い た

が 、1998年11月 末 に発 表 され た ア メ リカ政 府 の 電 子 商 取 引 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ(Working

GrouponElectronicCommerce)の 最 初 の報 告 書 で は、 報 告 書 作 成 時 点 で 推 計1億4000万 人 の

ユ ーザ ー に な り、1999年 中 に は2億 人 の ユ ー ザ ー を獲 得 す る とい う推 計 を 出 して い る。

持 続 す る経 済 成 長 と低 イ ン フ レ率

アメ リカの経済成長 のなかで1990年 代 はい くつかの特長を もってい る。第一 に2%台 前半

といわれ る潜在成長率 よ りも高めの成 長が持続 している こと、第二 に主 と して製造 業の生産

性向上 が明 らかな こと、第三 にイ ンフ レの兆候が少ない こと、第 四に雇 用の拡大 が持続 して

い ること、第五 にネ ッ トワーク技術 に代表 され る新規企業 の設立 が旺盛 な こ と、第六 に情報

化投 資を先導役 に設備投 資の増勢がかつてない ほど持続 している ことであ る。

これ らの要 因は、ア メ リカ市場 が世界 に開かれ ているため、海外 の豊 富で低廉 な労働力を

利用 した製品 や資材 の輸入が活発で、国 内物価が安定 してい ることが大 き く、経 済の拡大局

面で も、労働 コス トの上昇 率が大幅 に低 下 し、全産業 で年率2.0%、 製造 業で はほ とん ど同一

水 準 とい う事情が あ る。

国際競争力 の低下 が顕著 になって いた1980年 代後半のア メ リカは不 況 に悩 ま されて いた

が、レーガ ン、ブ ッシュ政権 は黙視 して いたわ けで はな い。1986～1989年 にマサチ ューセ ッ

ツ工科大学の産業生産 性調査委員会 による報告書rMADEINAMERICA」 や、民間の競 争力

委員会の報告書rGAININGNEWGROUND」 に基づいて、1988年 に国家標 準技術機 関(NIST)

を設立 して民 間へ の技術移転 を促す な どの施策 を打 って いた。

皮 肉な ことに こう した構造的な施策 も、ブ ッシュ政権末期 にな ってや や回復 の兆 しが見え

たにす ぎない。一 向に回復 しない雇用環境 に業を煮や した国民か ら「NO」 の判定 を下 された

ブ ッシュだが、今 日の持続 的繁栄の基礎 は共和 党政権 時代 に準備 され てきたので あ る。

ク リン トン政権 にな ってか らも、先 端技 術計画(ATP)、 技術再投資計画(TRP)、 共 同研

究 開発協定(CRADAS)な どの施策 を通 じて、民間企業 や官民共 同の科学技 術政策 の充実を
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図 った。さ らに大統領府 に国家科学技術会議(NSTC)を 設置 し、科学技術諮 問機 関(PCAST)

に官民のニーズを政策 に反映 させ るよ うに した。

民 間へ の情報技術 の 普及 に大 きな役 割 を果 た したの はア メ リカ商務 省 だが 、全 米情 報

基盤(NII)構 想な どは、一連 の施策 の うちで も特 に産業界 に大 きな影響を与 えた。国防総省

も情報技術 と してCALSを 推進 し、民 間のECの 普及へ と道を拓 いた。

伝統 的にアメ リカは、政府が民間を主導す る ことを忌避す る傾 向が強 いが、日欧 の製造業

に後れを とった1980年 代後 半以降は、科 学技術の 向上 と産業構造 の変 革が国際競争力 の強化

に とって重要であ ることを認識 し、産学官 の共 同体 制を とって い った。

これ ら情報技 術を基盤 と した企 業活動の活性化 には、デー タの標準化 とデ ータ交換 プ ロ ト

コルの標準化が寄与 した。

経 営 パ ラ ダイ ム の変 遷

生産管理 とい う概念 が登場 してか らほぽ1世 紀経 ってい る。テー ラーが発見 した生産効率

化 の手法 は、一定 時間内に労 働者 が処 理す る標準仕事量 をきめ るための時 間研究 と動作研究

を実施 し、最短時間で加工を完了す る工程 を設計す ることだ った。

やがてアメ リカの 自動車産業 で3S経 営(標 準化 、単純化、専門化)が 行われ るようにな

り、生産性が50倍 以上 向上 したと言 われ る。1910年 代か ら1920年 代 にか けて 「箱 型で黒 い

T型 フォー ド」に代表 され る少品種大量 の生産 が、製 品価格 を下 げ るとと もに労働 者の高賃

金を実現 してい った。 レギ ュラシオ ン理論 でい うマ クロの概念 と して のフ ォーデ ィズムは、

直接 フォー ドが発明 した生産 システ ムだけを指す わ けで はないが、賃 金の 引き上 げが生産性

の向上 と リンクす るとい う生産性 イ ンデ ックス賃金、企 画や経営判断 と実 際の製造の分 離、

生産工程 にお ける単純作業化、ピラ ミッ ド型の組 織、上意下達式 の命令 に もとつ く組織 の統

制 とい った特徴を持つ。

フォーデ ィズムは、第2次 世界大 戦後 を リー ドす る生産様 式で、生産性の 向上 と賃金の上

昇が循環 し、結 果 と してGDPの 拡大 を実現 して きた。しか し、生産性 イ ンデ ックス賃金 は、

需 要の減退期に あ って も単純労働の賃金 が高止 ま りして生産性の改善 もみ られな いため、い

わゆ る不況 と物価上昇が 同時進行す るスタグ フ レー ションを招 く。

硬直 したフ ォーデイズムは、生産性 イ ンデ ックス賃金 という契約 的賃金 を崩 して、賃金 と

雇用を競争 的な市場原理 に任せ てい く。賃金の抑制 と福祉支 出のカ ッ ト、あるい は解雇 の 自

由度を高 めて利益 を回復す るとい うネオ フォーデ ィズムへ の修正 であ る。

フォーデ ィズムか らの もうひとつ の修正 はボルボイズムで、フ ォーデ ィズムの作業 の単純

化に修正 を加 え多能工化 してい くとと もに、衰退産業 か ら供給 され る労働力 に対 しては、失

業保険の強化 な どの消極的な手 当をす るので はな く、国家政策 と して職業訓練を実施 した り、

経済の衰 退地域 か らの移住 を促進す る住宅政策 な ど もとられ る。

1960年 代か ら1970年 代 にかけての 日本で は、 自動車 産業 の本格 的な離 陸期 にあた り、欧
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米の とりわ けアメ リカの 自動車 メーカーの生産様式 を規範 に独 自の生産 様式を成熟 させてい

く。ここでの生産様式 は、フ ォーデ ィズムを批判 的に再構築 した トヨタイズムで、第2次 世

界大戦後 に 日本 で確立 され てきた 「終身雇用 」「年功序列賃金 」に支 え られて 、QCサ ー クル

活動、提案制度 な どの システ ムによ って労働者の創意工夫 を 引き出 し、OJTや 従 業員教育制

度を通 じて多能工 化を はか り、生産設備の 自主保全 を行 う。同時にJIT(JustinTimeか ん ば

ん方式)生 産方式 に代表 され る、徹底 して無駄を排除 して市 場のニ ーズに即応 した「売れ る車

づ くり」を進 めてい く。

やがて石 油危機後 の経済環境 の中で、日本 軍の小型で低価格 、低 燃費、低故 障率 な どの性

能が市場ニ ーズに合致 してアメ リカでの シェアを拡大 してい くこ とにな る。

日本 型 生 産 様 式 の キ ャ ッチ ア ップ か らサ プ ライ チ ェ ー ンマ ネ ジ メ ン トへ

1980年 代後半か ら、遅れ を とった アメ リカの 自動車産業 は、品質へ の 関心を強めJITな ど

の トヨタの生産方 式を研究す る過程 で リエ ンジア リング、CALS、SCM等 の台 頭につなが っ

てい った。欧米 で リー ン生産方 式 と呼ばれた トヨタの生産 方式 は、1980年 代 に欧米企業 が

キ ャ ッチ ア ップ して、さ らに情報技術 を駆使 して洗練 して世 界に普及 させ てい った。特 にア

メ リカで はカスタマイズ して、品質水 準で は シックスシグマ(統 計 学で100万 分の3.4の こと

をい う)を め ざ し、「制約 条件の理論」(TheoryOfConstraintsニTOC)で 、活力 を生 み 出 して いる。

日本の経済 的な強 さは、人対人 の情報共有 がベ ースにな ってい た。それ はア フターフ ァイ

ブの コ ミュニ ケー シ ョンも必要 とす る。しか し逆 に標準化 とい う面で は、個人 の情 報処 理能

力だ けに依存す るのは弱点 とな りつつ あ る。

あ らゆ る ビジネスは情報 の交換 で構 成 され、特 にデータ交換 の様式 を再 設計 して標準化 さ

れた仕事を しよ うとい うのがCALSやSCMを 生み出 して いる。

IT産 業 の経 済 的 影 響 力

急 速に発展 し普及 してい く情報技術 の利 用は、生産管理 部門ばか りでな く、従来 は企業独

自のデー タ構 造や処理手順 によ ってい た事務管理部 門の情 報処理 まで もが 、大 きな変革の波

にさ らされ よ うとしてい る。

情報処 理 にかかわ る コス トは、情報 の生産 、収集、加工 、蓄積 、更新 、交 換の プ ロセ スで

発 生す る。企業 活動 での情 報処理 プ ロセス とビジネス ・フローとは一体 の関係 にある。情報

処 理プ ロセスが技術革新 によ って効率化 されれ ば、企業の生産活動 におけ る取 引費用 の節約

を もた らす ことにつ なが って くるの であ る。

従 来の経 営分析で は企業 の費用構造 を決め る要因は、主 と してイ ンプ ッ トとアウ トプ ッ ト

の関係 で把握 され て きた。企業 内で の非効率性を生み出す要 因 と して は、経 営者 のマネ ジメ

ン トの問題、労働者 のイ ンセ ンテ ィブの問題 、企業組織の階層性 に よる損失な どが指摘 され

てきた。これ らの問題 の背 景 にあるのは、情報処理 の形式で あ り、組 織 の効 率性 を論 じるに
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は意思決定 プロセスや命令の伝達 とい った情報 の取 り扱 いにか かわ る企業行動 を見 てい く必

要があ る。情報技術 の発展 が急速 な現在 では、情報効率 か ら組織 を評価 してい くことが重要

にな る。企業組織全体 の集 団的な情報 の効 率性 を維持 し高 めてい くためには、これ まで とは

異な る組織運営の原理 が必要 とな る。どのよ うな組織形態 、意思 決定 プ ロセス、命令伝達 を

作 り出すか は、個 別の産業 や企業の環境 によ って さまざまなバ リエ ーシ ョンが考 え られ る。

(2)ITと 産 業デ ー タ ベ ー ス

旧来の情報化 は、現状 で人力 によ って処理 されて きた業務 を、いかに機械 化 し効率化 す る

か とい う視 点のアプ ローチが多か った。これか らの情報投 資は、手作 業の代 替 と してで はな

く、知識 の集積 を通 した競争力 の強化 に向か う必要 がある。

情 報化 時代 の ナ レ ッ ジ ・マ ネ ジ メ ン ト

情報技術 の急速 な発展 に よって、イ ンターネ ッ トや イ ン トラネ ッ トを低 コス トで構 築で き

るようにな って きた ことか ら、企業 内外の情報を経営 品質 の向上に活用す る仕組 み と管理 方

法がナ レッジ ・マネ ジメ ン ト(知 識経営)だ が、「組織 の 目的 ・目標 を達成 す るため、価 値

を創造す る知識を発見 し、理解 し、共有 し、活用す る体 系的な アプローチで あ り、適切 な時

期 に適切 な人 が、知識 をス ムーズに移転 し、活用で きるよ うにす る効果 的な仕 組み を構築 し

運営する こと」と定義 され る。

これまで 日本 の企 業組織 は、個人 が所有 してい る情報 の総和 と して企業の情報 を もち、伝

達 は人対人 の関係 で行 われ る ことが多か った。 これ は、「終身雇用、年功序列賃金 」 とい う

慣行の中で、安定 した雇用 関係 が維 持 されて きた ため、組織 と しての情報 の蓄積 や構 造化 に

多 くのエネルギ ーを使 う必要 がなか ったためで ある。

高齢化社会 の到来 は熟 練 と経験 によ って蓄積 されて きた情報が失われてい く危険 を もち、

労働力の流 動性 の増大 はさ らにその危険を大 き くす る。こう した問題 に対応 でき るのがITと

考 え られるが、個人 が もつ ナ レッジを編 集 して組織 が これ らを分析 、統合 し、組 織 に適 用、

価値 と進化 を継続 し、個 人 的 と組織 的 との両者の循環 を生みだ してい く必 要が ある。

変 化 す る環 境 とグ ロ ー バ ル な 標 準 化

日本の企 業行動 の特色の ひとつ に シェア志 向があ る。収益性 よ りもシェアの拡 大を重視す

る もので、短期 的な収益 を軽視 した過度の競争 が展 開され、国際 的な経済摩擦 が生み 出 され

て しまう可能性 もあ る。他 の特色 として現場 の熟 練を重視す る システムやボ トムア ップ経営

があ るが、 これ らは安定 した コ ミュニケー シ ョンを確立 してい くには適 した ものであ るが、

情報技術な ど急激な イ ノベー シ ョンには向いていな い。さ らに柔 軟な職務編成 は、従業 員の

権限 と責任を暖 昧に して、ホワイ トカ ラー層 の生産性 を低下 させ が ちであ る。日本企 業の グ

20



ローバ ル化 に と もな って 、外 国人の採用 も増えて いるが、社 内外 に人 的なネ ッ トワー クを

持 っていない外 国人 は、優秀 であ って も十分 に能力 を発揮で きない とい うこと もある。

また、成熟産業 の企業 は潜在 的な余剰人員をかかえて苦渋の経営を強 い られてい るのに、

一方では システム部門や 国際部門では人材が不足 しが ちであ った り
、成長が著 しい産業で は

人材 不足に悩む、 とい うア ンバ ラ ンス も存在 している。

競争環境が情報技 術を 中心 と した ものにな りつつ ある昨今 、業務の標準化が情報化 への移

行 を容易 にす るとと もに、先 に情報化す ることによ って標準化 で きる業務の範 囲 も明 らか に

な るとい う面 もあ る。

す でに1980年 代を通 じて 国際化が進ん だ現在では、一社 内や業界 内での統 合 的な情報 シ

ステムだけではな く、国際舞台での商取 引や ビジネス慣行 と合致 した システ ム構築 が意識 さ

れな けれ ばな らな くな る。

(3)ITと 産 業 組 織 の変 革

これまでの 日本企 業 は、情報 の多 くを個人の知識 と して蓄積 してきた。しか し、大 胆なIT

の導入 を進 め経営組 織の ス リム化 、効率化 を はか って い く上 で は、業務 フローの改善 や コ

ミュニケー シ ョンの形態 を改編 してい く必要 がある。ITを活用 した経営手法 と して次の よ う

な ものが考 え られ る。

ネ ッ トワー ク 型 組 織 とエ ンパ ワー メ ン ト

ITを 積極的 に導入 した組織改革 は下記の よ うなプ ロセスが考え られ る。

①連 携 に基 くプ ロセス の一貫化:連 結、同盟

一 成果 の評価 尺度 も同時に変え る必要がある
。

②Doitrightthefirsttime:

問題 点の前 出 しと情 報の フィー ドバ ック(DFM、MP情 報)

③組織の フラ ッ ト化

一 プ ロジェク トチームの活用 とアウ トソー シ ング

④エ ンパ ワー メ ン ト(権 限移 譲):

教育訓練 と非定型業務 の定型化、構成管理 整備

⑤モ ジュール化:一 貫性 と共通化

一 複数 の一貫 プ ロセス と共通 的な部分プ ロセ スの創設

⑥分散 と集 中の メ リッ トを同時に享受す る

一 情報共有 による規模の経済性 と個別対応
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⑦ シンプル イズベ ス ト

アウ トソ ー シ ン グの 進 展

従来のア ウ トソーシ ングは、経理、人事な どの 間接業務を専 門の外 部業者 あるいは 自社 の

関連企業 に委託 してい く例が多か ったが、最近で は製造業務 につ いて も外部委託す るケース

が出てきている。極端な場合 には、製造業で あ りなが ら、設計 や生産管理 だ けを 自社で行 い、

実際の製造 はすべて外部 に任せ る 「ファブ レス」とい う形態 も登場 して いる。こう した製造

のア ウ トソー シング化の大 きな メ リッ トは、固定費の変動費化 であ る。製造企 業に とって固

定費の変動費化 は、製 品の ライ フサ イクルが短 く市場の変化 が早い環境 の もとでの適応 が容

易 にな る。

そのため需要 や技術変化 の激 しい電子産業 な どでは、人件費や設備投 資負担の リスクを 回

避 しなが ら短期 間で の成長 を狙 え る。

コ ア コ ン ビ タ ンス経 営

コアコ ンビタ ンス経 営 とは、世界 的な大競争時代を迎えて、自社が もつ 強い経営資源 に集

中 してい くことを意 味 してい る。競合他社 とは異な る独 自の ノウハ ウ、技術 、情報 、人 的ス

キルな どの企業力(コ ア コ ンビタ ンス)を 柱 に企業経営 を行 うことである。

この経営概念 はアメ リカのC・K・ プラハ ー ドとゲイ リー ・ハ メル によ って提 唱され た も

ので、コア コンビタンスのない その他 の業務 につ いては、長期 的な投 資によ り強化を 図 って

い った りアウ トソー シングす るケ ース も、アメ リカでは広 く見 られ るよ うにな って いる。

旧来 のアメ リカ企業 の経営方針 で は、素材生産 か ら部 品加工 、組立 までの垂直 的統合 に

よ って競争力を培 って きたが、1980年 代の収益 の低下か ら、生産体制 の大幅な見直 しを行 い

部 品調達 を海外 に依 存 して組立 メー カーに徹す る方 式や、組立工 程す ら外部化す るフ ァブ レ

ス企業 などの経営形 態が登場す るよ うにな った。コンピュー ターに関 して も、メイ ンフ レー

ムの時代 は、CPUな どの基幹部 品は もとよ り、デ ィス ク装 置やプ リンターな どの周辺機器 に

いたるまで、自社 内で設計 し製造す る例が多 か った。しか し、パ ソコン時代で は個別 の部品

や機器 は、専門 メーカーが製造 して、メー カー は製品企 画 とマ ーケテ ィ ングに集 中す るとい

うのが一般 的であ る。

コア コンビタ ンス経営を可能 に して いるのは、SOHO市 場の発展や情報 システ ムの高度化 、

技術の進歩 とい う状況が ある。経営環 境の複雑化 と変化 の高速化 によ って、あ らゆ る経営要

素 にっいて強い企業 は存在 しに くくな り、強みのあ る部 分に集 中 して戦略的提携 を した り、

コァコ ンビタンス経営 をす ることが重要 にな ってい る。
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(4)オ ー プ ンア ー キ テ ク チ ャー 型 の 産 業構 造

これまで 日本の企業 は、系列取 引を中心 と した縦の関係 を中心 と して きた。ネ ッ トワー ク

がオープ ンな ものにな りEDIが 普及 してい くと、小企業 に も参入 の機会 が増 大す る とともに、

大企業に とって も、調達 コス トの低減 やアウ トプ ッ トまでの基幹短縮 も可能 になる もの と期

待 され る。

コ ンカ レ ン トエ ン ジ ニ ア リン グ

旧来の製 品開発 のプ ロセスは、企画→設計→生産計画→販売計画 とい う一連 の手順 に沿 っ

て進め られて きた。新 製 品の開発段階では、高 品質(Quality)、低価格(Cost)、短納期(Derivally)

をめ ざ して検 討が進 め られ る。 このQ、C、Dの 要素 は、互い に背反す る関係 にあ り、多 く

の場合は、ベス トバ ラ ンスを決定す るまでに長時間を要す る。

しか し、製品の ライフサイ クルが短期化す るに したが って最 終の出荷までの期 間を短縮 し

てい く必要が大 き くな って きたので、各段階を 同時並行的 に進 めてい く手法が生 み出 され て

きた。 これ を コンカ レン トエ ンジニア リング(ConcurrentEngineering)と い ってい る。

コ ンカ レン トエ ンジニ ア リングを支えてい るのは、ITで あ るが、設計情報 も含 むた め、数

値や文字情 報だ けで はな く、図面情報な どのデータ も取 り扱 う必要 があ る。

コンカ レン トエ ンジニ ア リングを円滑 に進め るには、(1)業務 の機能 ごとに編成 され る部 門

が開発段 階か ら協働体 制を と って い く、(2)納期が長い部分 の設計や加工の プ ロセスは短縮を

はか る、(3)プロ ジェク トに参加す るメ ンバ ー間の情報交換を容易 にす る、な どの対策 が必要

にな る。

コンカ レ ン トエ ンジニ ア リングは、設計 や生産部 門だ けの問題 ではな く、営業部 門まで も

含めた機能横 断的な チーム によ って、開発か ら販売 までの一連の プロセスを担 当す る。その

ため、チームの統括 には、これ までの各部門長 の合議 によ る調整 に代わ ってプ ロダク トマネ

ジャーが必要 にな る。生産 や物流で も本 当に付加価値 を生 産 してい る時 間は短 く、意思 決定

や前 工程の終 了まで に費 や している時間が多 い。そ う した時間 を減 らす だ けで製 品供給 の ス

ピー ドア ップがはかれ、収益 の改善を はかる ことができる。
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企 業 間 電 子 商 取 引の イ ンパ ク ト

平成10年 版 「通 信 白書」による と、96年 の全産業の情報通 信 イ ンフラ構築(情 報通信機

器及 び電気通信施設建設投資の合計 額11.0兆 円)に よる波及効果を計測 す る と、誘発 され る

生産額 は19.4兆 円(96年 の全産 業生産額 の2.1%)、 誘発 され る名 目GDPは8.1兆 円(96年

GDPの1.6%)さ らに誘発 され る雇 用者数 は72.7万 人であ った。

今後規制の緩和による競争環境の創 出による通信料金の低廉化 による経済 波及効果 は1990

年 か ら1996年 の 「電気通信」部門 の価格変化 につ いて見 る と、 日本 において は16.1%の 低

下、アメ リカで は7.0%の 上昇 とな って い る。両国それぞれ にっ いて、その 間の全産業の価格

変化率 を考慮 した相対価格 で見 る と、 日本 は16.9%の 低下、米国 では9.2%の 低下 とな る。

この相対 価格 の変化 が、全産業の価 格の低 下 に与 えた効果 につ いて計 測す る と、通信 白書

によれば 日本 における 「電気通 信 」部 門の価格低下 は、全産 業の価格 を0.39%引 き下 げ る効

果 があ った ことが分か る。日本 の 「電力 ・ガス ・熱供給 」、「運輸 」部 門の価 格 引き下 げ効果

(そ れ ぞれ 一〇.32%及 び 一〇.09%)と 比較す る と、「電気通信」部 門 の相対 価格低下 によ る効

果 の方が大 き くな ってい る。今後 、企 業間電子商取 引が 「電気通信 」部 門の価格低 下 に伴 い、

その経済 効果 をね らって一層活発化 す る もの と予想 される。

表2-1-1(1)

民間企業設備投資 に占める情 報化投資比率 の 日米比較

日本(単 位:10億 円、%)

年 情報化投資額 民間企業設備投資額 情報化投資比率

90 5,329.6 83,080.7 6.4

91 5,74t9 88,337.8 6.5

92 4,935.4 83,384.8 5.9

93 4,570.4 74,840.3 6.1

94 5,502.9 70,838.6 7.8

95 6,987.6 73,611.8 9.5

96 11,095.5 78,442.0 14.1

注)r通 信 白書』平成10年 版 より
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2.産 業データベース標準化の現状 と展望

本委員会ではい くつかの電子商取引の実践例やデータ交換 の標準化 に向 けた取 り組み につ

いてケースス タデ ィを行 ってきたが、その 中で様 々な課題 が抽 出 され た。

(1)通 信 ネ ッ トワークサ ー ビスの現 状

平成10年 版通信 白書 では 日本 とアメ リカ との情報化の比較を行 ってい るが、その数値 か

ら明 らか にな るの は、アメ リカでの民 間企 業による設備投資額 は 日本 に比べむ しろ低 い レベ

ルだが、情 報化投資の絶対額 、民間設備投 資額 に占め る比率 と も、圧倒 的 に高い水準 にあ る

とい うことで ある。

円ベ ースお よび ドルベ ースでの民 間企業設備投資額 と情報化 投資額 を 日米で比較 した もの

は、表2-1-1(1)お よび表2-1-1(2)の とお りで、 同 じ経済構造 と仮定 した とき1996年 時点 で 日

本 の情報 化投資 は、ア メ リカの1990年 とほぽ 同水準 といえ る。

さらに円の対 ドル レー トを年 中中心相場 の平均で、ドルベ ースの投 資額を 円に換算 して み

ると、表2-1-2の よ うにな る。1990年 代 に進行 した円高傾向の影響 もあ って、円換算 だ と1990

年代前半 はア メ リカの民 間企業の設備投資額が ほぼ横這いの水 準にあ った。不況か らの立ち

直 りが顕 著 になった1992年 以 降は ドルベー スで見 て もほぽ年率20%以 上の情報化投 資の増

大が見 られ る。

円ベー スだと、1996年 まで30%以 上 の円高の進行局面で あ ったに もか かわ らず 、アメ リ

カでは着実 に情報化投資 が拡大 し、為替 レー トが 円安 に反転 した1996年 以降 は、円ベ ース に

換算す ると急激な情報化投 資額 の伸 びになる。

表2-1-1(2)

米 国 (単位:10億 ドル 、%)

年 情報化投資額 民間企業設備投資額 情報化投資比率 対前年増加率

90 52.5 376.8 13.9

91 56.4 363.8 15.5 7.43

92 67.9 388.7 17.5 20.39

93 81.4 427.6 19.0 19.88

94 98.0 484.1 20.2 20.39

95 123.2 534.5 23.0 25.71

96 198.2 586.0 33.8 60.88

注)r通 信白書』平成10年 版 より
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最近のアメ リカ商 務省 の発 表 によ ると、 コンピューターの価格下落 な どを勘案 した実 質

ベ ース(1992年 基準)で の情報化投 資 は、1998年 は3881億 ドルに拡大 した。国 内総生 産(GDP)

に 占める割合 は1998年10-12月 期 に5.5%に 達 してい る。1990年 代初 めには年 間約1200億 ド

ルに過ぎなか ったの に比べ ると3倍 を超え る伸びであ る。1998年10-12月 期 は前年 同期比32

%増 を記録 し、1998年1年 間で は経済成長率(3.9%)へ の寄与度 も1.2%と 高か った。1998年

1年 間を通 してほぽ30%を 超 え る高率 を維持 していた。

最近はアメリカでの実質 設備投 資の増加額の多 くが情報化投 資に向け られてい るといわれ

るほどである。イ ンターネ ッ トの普及 とと もに情 報化投 資は増 え続 け、パ ソコ ン価格 の低下

と性能向上を考 える と、産 業や 国民 生活へ の影響 はきわめて大 き くな ってい る。

表2-1-2

円換算後の米国の情報化投資 (単 位:10億 円 、%)

年 年 中平均 レー ト 情報化投資額 民間企業設備投資額 対前年増加率

90 144.79 7,601.48 54,556.9

91 134.59 7,590.88 48,963.8 ・0 .14

92 126.65 8,599.54 49,228.9 13.29

93 111.20 9,051.68 47,549.1 5.26

94 102.21 10,016.58 49,479.9 10.66

95 94.06 11,588.19 50,275.1 15.69

96 108.78 21,560.20 63,745.1 86.05

表2-1-3

円換 算後の情報化投資 額の比 較(米 国/日 本)

年 情報化投資額 民間企業設備投資額

90 1.43 0.66

91 1.32 0.55

92 1.74 0.59

93 1.98 0.64

94 1.82 0.70

95 1.66 0.68

96 1.94 0.81

注)『通信白書』平成10年 版よ り算出

26



(2)生 活 場 面 に浸 透 す る情 報 化

国民生 活の情報化 につ いて、1996年(平 成8)に お ける 日本の状況 を100と して、住宅用 電

話回線加 入率、世帯 にお ける通信料支 出額 、携帯 電話(日 本で はPHSも 含 む)加 入率 、無線

呼出 し加 入率、VTR保 有率、パ ソコ ン保有率、パ ソコン通信加入率、イ ンターネ ッ ト加入率 、

ケ ーブルテ レビ加入率及 び衛星放送 加入率の状況を見 る(表2-2-1)。

住宅用 電話 回線加入率 、携帯電話(PHS)加 入率 、無線 呼出 し加 入率、イ ンターネ ッ ト加

入率 において、シ ンガポールの指数 が最 も高 くな ってい る。パ ソコン保有 率では、米国の指

数が最 も高 く、他 国の約2倍 とな ってい る。パ ソコ ン通信加入率で は、日本 が もっとも高 く、

次い で米 国 とな って いる。ケー ブル テ レビ加入率 では、米 国、次 いで ドイツが、 日本を含め

他の 国を大 き く引 き離 している。衛星放送 加入率では、 ドイツが最 も高 く、日本が それ に次

いで いる。通 信料支 出額 では、 日本 の指数が最 も高 くな っている。

表2-2-1

国民生活の情報化に関する国際比較

国名 日本 イギ リス ドイ ツ 韓国 シ ンガポ ール

住宅用電話回線加入率 100 嘩㈱ 、6 92 100.6 122 141.8

通信料支出額 100 835 66.9 54 43.6 57.2

携帯電話(PHS)加 入 率 100 73.8
」

52.3 29.3 41.5 124

無線呼出し加入率 100 栢2、9 14.9 1t3 443 603.2

VTR保 有率 100 1㈱ ゑ 99.1 78.2 91.1 99.2

パソコン保有率 100 2董4.4 T2童 、6 107.8 79.1 毒董2.4

パソコン通信加入率 司◎0 72!、8 6.3 4立5 一 40.5

インターネ ッ ト加入率 100 495 3猫 200 aoo

ケーブルテ レビ加入 率 100 542.7
↓

70.9 407.3 181 47.3

衛星放送加入率 100 轍 、4 74.9 123.2 18.8 一

注)『通信白書』平成10年 版より抜粋
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(3)カ ー ド社会 とイ ンフラの整備

カー ドの種 類

磁気 カー ドには、裏 面 に磁気 ス トライプがあ るク レジッ ト・カー ド、表 面に磁気 ス トライ

プが あるキ ャ ッシュ ・カー ドの2種 類 があ る。いずれ も72バ イ トの記憶 量を持 ち、非常 に安

く生産で きる一方 、偽造 が容易だ とい う欠点 もあ る。また、1枚 のカー ドには3本 の磁気 ス

トライプが限界なので、最大で も約200バ イ トの情報 しか記憶 で きない。

これに対 してICカ ー ドは端末 との関係で、接触型 、非接触型、両方を併せ持 つ コ ン ビカー

ド(呼 称 はメーカーに よ って異 なる)の3種 類 にわ け られ る。接触型 も非接触型 も記 憶容量

は8kバ イ トあるが、端 末 とカー ドの接触 面がない後者 は、前者 に比べて故障率 が低 い とい う

特徴 がある。

さ らに、ICカ ー ドに多機能性 を持 たせ たようなJAVAカ ー ドがあ る。多機 能 カー ドには、

他に もMULTOSカ ー ドが ある。

ICカ ー ド

非接触 型のICカ ー ドに も、端末 とカー ドの距離 が2mm以 下 の密着型 、10cm以 下 の近接

型、70cm以 下の近傍 型、数mで も読 み取 り可能 なマ イク ロ波 を使 った ものな どい くつ かの

種類があ る。た とえば、高速道 路の料金収集 システム(ETC:ElectronicTollCollection)は 、

一見電波を飛ば してい るよ うにみえ るが、実 際 は車載機(車 に装 備 されてい る端 末)が 電波

を飛 ばす ようにな ってお り、車載機 自体 は接触 型のICカ ー ドにつ なが って い る。

ICカ ー ドは、CPUや メモ リー、 コプ ロ(co-processor:暗 号処理部分)な どを備 えた、い

わば小 さな コ ンピュー ターである。これ も、い くつ かのグ レー ドに分 け られ、ハ イ レベルな

CPU付 きのカー ド以外 に も、メモ リーのみを備 えた メモ リー ・カー ド、CPUは つ い ていな い

が ロジックを組め るロジ ック回路 な どが ある。メモ リーの中 には、アプ リケー シ ョン ・プロ

グ ラムの ほか、ユーザ ー ・データ等 の各業務で必要 なデー タが理 め込 まれ てい る。

リーダー/ラ イター と呼ばれ るICカ ー ド用の端末 は、ネ ッ トワー クを介 して、バ ックオ フ ィ

スである業務 アプ リケ ー シ ョンに接続 され、最終 的 には金融 関係 の決済 システ ムにつ なが っ

てい る。ICカ ー ドに は、あ らか じめ各業務 アプ リケ ーシ ョン(ROMの 中に記憶 す る)に 対

応 したプ ログラムが埋 め込 まれてお り、一度 カー ドを作 って しま うとシステ ムの変 更 は容易

で はない。

JAVAカ ー ド(MULTOSカ ー ド)

JAVAは 、2、3年 前か ら急速 に広 まった ソフ トウ ェアの要素技術で あ る。 これを使 え ば、

従来の ソフ トウエ ア開発 で行 われ て いた各機 種毎 の個別 開発 を行 う必要 がな く、JAVAは
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UNIXで もWindowsで もMacintoshで も動 くよ うなプ ログラムを1本 開発す るだ けで よい。つ

ま りJAVAは 開発 コス トをかな り低減す るよ うにす る思想 によ って開発 され た もので ある。

このJAVAの 考え方 をICカ ー ドに その まま応用 したのがJAVAカ ー ドであ る。通常 のIC

カー ドには各 業務 に対応 したプ ログ ラムを それ ぞれ あ らか じめ埋め込 んで お くが 、JAVA

カー ドにな ると、動 的 に各 プ ログラムを カー ドに記録す ることがで きる。そのため 将来の多

機能ICカ ー ドには必ず このJAVA(ま たはMULTOS)が 使 われ るはず であ る。

システムの発展 とカー ド

従来 の磁気 カー ドは、記憶容量 が小 さ く偽造 が容 易なので、カー ド自体 にセキ ュ リテ ィー

機能 を備え るのは難 しい と考 え られて きた。従 って、セキ ュ リテ ィーの確 保 には メイ ンフ

レームでチ ェ ックす る しかなか った。

しか し、最近 で は、セキ ュ リテ ィーを保て るよ うな高機能ICカ ー ドが出現 して くる とオー

プ ン系 システムで も十分対 応で きるようにな って くる。さらにJAVAカ ー ドは動 的にプ ログ

ラムを焼 き付 け ることが でき るメ リッ トがあ る。この 時代 には分散 基幹 システ ムに も対応で

きるよ うにな る。

カー ドの決済

決済 の仕組 み は、カー ドによ ってそれぞれ異な る。クレジ ッ ト・カー ドは、後払 いな ので、

取 引成立 時点 で信用状況 の照会が必須 であ る。以前 は一定金額以下 の買物 な ら照会 の必要 は

ない とい うフロア リ ミッ トの考え方があ ったが、今後、フ ロア リミッ トはな くな り、1円 で

も信用状 況の照会 にか け る傾 向にな る。

最近登場 したデ ビッ ト・カー ドは、買 い物 をす ると銀行 口座 か ら即時 引き落 と しされ る。

電子 マネー には、お金(value)を ス トア して おいて、使い切 った時点 で銀行 の ク レジ ッ ト

会社 に接続 して金銭を ス トアす るとい う リローダブル型 と使い捨ての プ リペー ド型 の2種 類

があ る。セ ンターへ の照会 やサ イ ンが必要な ク レジッ ト・カー ドやデ ビ ッ ト・カー ドと異 な

り、電子 マネーは即時決済型 なので、レジで待 たされ ることがない。従 って 、小額 の取 引に

適 してい る。一方 、ク レジ ッ ト・カー ドやデ ビ ッ ト・カー ドは比較 的高額 な取 引に適 してい

る。

カ ー ド/支 払 い/店 舗 の 関係

カー ドの種類(磁 気 カー ド/ICカ ー ド)、支払 いの方法(後 払 い/即 時払い/前 払 い)、 店舗

の種類(リ アル店 舗/バ ーチ ャル店舗)に はそれ ぞれ い くつか の選択肢 があ るが、カー ドを

使 った買物 と しては、 この ほぽすべ ての組 み合 わせ が可能 であ る。

例え ば、「磁気 カー ド」+「 後払 い」な らク レジ ッ ト・カー ドを使 った通常 の支払 を意 味
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し、 リアルな店舗で も、バ ーチ ャル店舗 で も買 い物が可 能だ。また、「ICカ ー ド」+「 即 時

払 い」な ら、デ ビ ッ ト・カー ドを使 った支 払い とな る。デ ビッ ト・カー ドは リアルな店舗 で

も買 い物 ができる し、あ るい はSECEと い う新 しいプ ロ トコルを使 ってバ ーチ ャル な店舗 で

の買物 も可能 である。ただ し、「磁気 カー ド」+「 前 払い」の組み合わせ ば、セキ ュ リテ ィー

が弱いとい う磁気 カー ドの性質上 、偽造 トラブル を避 け るため に使われ ない。

世界 の主な電子 マネー

世界各 国で電子マネーの実証実験が行 われ、実地 の段階 に入 ってい る もの もあ る。イギ リ

スのモ ンデ ックス、アメ リカの ビザキ ャッシュ、オ ラ ンダのeキ ャッシュ、フラ ンスのカル

トブル ーな どが主な もので、最近 は、シ ンガ ポール で も電子 マネーのICカ ー ドが作 られつ つ

あ る。

lCカ ー ドの応用分野 と潜 在マーケ ッ ト

ICカ ー ドの潜在 マーケ ッ トと して、通信 ・放送分 野ではテ レホ ン ・カー ドが あ げ られ る。

平成11年 度、NTrは6千 万枚 のIcカ ー ドを テ レホ ン ・カー ドと して発行す る。それ に伴 っ

て、全国8万5千 台の公 衆電話をICカ ー ド対応 にす る予定だ。新 しいカー ド社会 の到来 に先

立 ち、この試み は基盤整 備を一挙 に進 め るもの にな ると期待 して いる。電話機 でICカ ー ドが

使え るよ うになれ ば、その後 の多 目的な利用 も促 進 され るだ ろ う。

運輸分野で は、高速 道路のETC(ElectronicTollCollection)が ある。す で に、小 田原 一厚

木間で実証の段 階に入 ってい る。川崎か らのア クア ライ ンも職員 による実証実験 中だ。鉄 道

で は、非接触型 で 自動改札 に入れ る必要 のない定期券のICカ ー ド化 があ る。

公共分野の潜在マーケ ッ トも大 きい。住民 台帳、免 許証な どがいずれICカ ー ドに置 き換

え られ るだろ う。

流通分 野では、自動販売機 がそ ろそろ電子 マネー化 され るとい う。実際、渋谷 で実験 中の

ビザキ ャッシュで、自動販売 機が使え るよ うにな った。企業 内で も、顔写真 入 りの社員 証な

どがICカ ー ド化 されてい る。

以上のよ うな ものをすべて合わせ る と、ICカ ー ドには28億 枚の潜在需 要が あ り、これ は

1人 当た り20枚 の計算 にな る。 こ うなる と、ま さに多機能化が不可欠 であ る。

カー ド社 会 の 変 遷

磁気カ ー ドの現状

現在、キ ャッシュ・カー ドはデ ビッ ト・カー ド端末や コンビニエ ンス ス トアのATMに よ っ

て銀行 システ ムに接続 して いる一方 、仮想商店街 とはSECEと い うプ ロ トコル でつなが って

いる。ク レジッ ト・カー ドは、通常、CAT端 末 を介 して ク レジ ッ ト・システムに接続 してお
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り、ATMで は出金が でき る。イ ンタ ーネ ッ ト上 のモール とはSETを 通 してつ なが ってい る。

磁気 カー ドとアプ リケ ー シ ョンが1対1対 応 にな っているため、それ ぞれの機能 に対応 し

た仕組みが個別 に存 在す る。

ICカ ー ドの現状

最近で は、カー ド社会 もそろそ ろICカ ー ドの段 階に入 ってきてい る。まず 、従来 のキ ャ ッ

シュ ・カー ドとク レジ ッ ト・カー ドがICカ ー ドによ って統合 されつつ ある。そ うなれ ば、仮

想商店街 にはSETとSECEが 連結 した状態でア クセ スでき るようになる。その問 に、電子 マ

ネーの イ ンフラ も整備 され てい く。

機能 とアプ リケー シ ョンが1対1に 対応 している関係 は磁気 カー ドと同 じなのだが、1枚

の カー ドに複数の機能 を含んで いるのがICカ ー ドの特徴 であ る。

JAVAカ ー ドの現状

将来的 にカー ド社会 は、JAVAカ ー ド、MULTOSカ ー ドの段階 に進 展す るだろ う。一枚の

カー ドがキ ャッシュ ・カ ー ド、ク レジ ッ ト・カー ド、電子 マネー、その他(公 共 関係)の 機

能を果たす よ うにな る。駒 ケ根 の 「連れて い ってカー ド」は、す でに この状態 のカー ドで あ

る。カー ドの多機 能化 に伴 って、デ ビッ ト・カー ド端末、電子 マネー読取機、ATM、CAT端

末、それ以外 のカー ド機 な ど多様な端末 でカー ドが使われ るようにな る。

各機能を実行す る時に は、ネ ッ トワー クを経 由 して、端 末サ イ ドでプ ログラムを動 的 にダ

ウンロー ドす る。

未 来 の カ ー ド社 会

カー ド社会 の基盤

カー ド社会 が到来 した時、まず必 要 にな ると思 われ るのが、国民一人 一人 に最初 の カー ド

を発行 す る 「IDカ ー ド発行 セ ンター」であ る。また、住民票 や戸籍 と照合 して認証を与 え る

「個人認証機 関」も必要 にな る。「個 人情 報保護監視機構 」で は、情報漏洩 ・誤操作 に対す る

弱者 保護を図 り、「安全 監視保証機構 」で は、ネ ッ トワー ク ・トラフ ィ ックの安全監視 を行

う。カー ドは数年お きに更 新す る必要があ る し、万が一紛 失 した場合 には もう一度復 元 しな

けれ ばい けない。そ こで 、「カー ド更新機 関」 と 「カー ド再発行業者 」 も必 要 にな る。特 に

紛失 に関 して は、複数の機 関か らの多様な情報がカー ドに入 り込んで い るので、一括復 元す

る何 らかの方法を考え な ければい けな い。

未 来のカ ー ド社会予 想 図

カー ド社会 は大 き く5つ の基盤 グル ープに分 け られる。第1番 目は、利 用者 との イ ンタフ
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エース部分である。利用者 がパ ソコ ンや端末 を使 って アクセ スす る とい う方法以外 に も、キ

オス クや最近では銀行 の支店 よ りも数の多 い コンビニエ ンスス トアな どが街の端末 になるだ

ろ う。公衆電話 やガ ソ リンス タ ン ドも最寄 りの端末 にな ると考え られ る。最近で は携帯 電話

やGSMが 新たな端末 と して注 目を集 めてい る。

2番 目のグル ープは、市役所 、旅券発行事 務所 、鉄道 、ホテル、空港、病院、学校 、高速

道路 とい ったサー ビスを提供す る機 関で、利用者 は第1番 目のグル ープの端末 か らアクセス

す る。

3番 目の グループは第1、2の グルー プを支え る社会 基盤であ る。IDカ ー ド発行 機 関、個人

認証機関、 カー ド更新 機 関、 カー ド再 発行業者、安全監視保証機構 な どが これ にあた る。

第4番 目グループを成 してい るのは銀行 、郵便局 、ク レジ ッ ト会社、フ ァイナ ンス会社 と

い った決済機関であ る。

最後は、端末ベ ンダー、カー ド・ベ ンダー、S1ベ ンダ ー、コ ンサル テ ィング会社 、あ るい

はネ ッ トワーク ・ベ ンダ ーとい ういわゆ るサ ポー ト会社 で、カー ド社会 の仕組 みを提 供 して

いる。
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(4)情 報 の 共有 化 に よ る経 営 の効 率 化

経営品質を高め るため に必要 なITの 要素 と しては以下の よ うな ものがあ る。

①情報共有化 のためのネ ッ トワーク関連技術 、特定企業 間 と不特定企業 間 ・消費者

間(イ ンターネ ッ ト)に おけ る情 報区分の必要性 があ る。

②変化 の時代 に不 可欠な場面情報(ど こで何 が売れ てい るのか)を リアル タイムに

(自 動)入 出力す るため惜物一体化技術 やモバイル コ ンピューテ ィング。

③ シ ミュ レー シ ョン技術や変更管理 ためのONEFACT,ONEPLACE性 を もつ 意思 決

定支援技術 。

ITの 普及は ク リテ ィカル な普及量 を超 え ると、急速に進展 す るが、現在 はそ う した転換 点

の直前にあ る。

需要の従 属性を分 断す る影響(増 幅現象)と 呼ばれ る ものが ある。これ は情 報 を共有化 し

ていない と、工 場の生産規模が大 き く変動す る ことを意味 し、余分 な在 庫や過剰 な生産能力

を もつ ことにつなが る。ITの 導入 で、総論 賛成 で も組織の壁で なかなか進 まない。ブルイ ッ

ト(牛 の鞭)現 象 とい って、僅 かな変動が川上 にい くに したが って増幅 され る ことがある。

情報 の共 有化 ができていな いと、変化へ の対応 が鈍 く、社会 的 コス トが大 き くなる。

1980年 代のCIM(受 発 注か ら生産管理 まで コ ンピューターで一元管理)か ら、製販 同盟へ と

進 み、現在 は業 界 ぐるみで情報の共有 に向か ってい る。その際必要 になるの は以下 の要素 で

あ る。

ネ ッ トワー ク関 連 技 術 に よ る情 報 の 共 有(共 用)化

企 業 間 の 特 定 ネ ッ トワー クにつ い て は、(1)本来 のル ーテ ィ ン部 分 を コ ン ピュ ー タ ー で処 理

で き る よ う、仕 事 の 仕 方 を 標準 化 す る、(2)レガ シーデ 一 夕の 活 用 と超 ス ピー ド化 、効 率 化=

CreateDataOnceandUseManyTimes,Doitthefirsttimeを は か る 、(3)仕事 の仕 方 を 標 準 化 す る

こ とで広 く合 意 され た デ ー タ交 換 標 準 の 採 用 、す な わ ちCALS、EDI(CII、EDIFACT)の 世

界 を実 現 す る 、 と い った 環 境 を整 備 しな けれ ば な らな い 。

企 業 ・消 費 者 間 の 不 特 定 多 数 ネ ッ トワ ー ク につ いて は、新 しい価 値 の 創 造 手 段 と して 、(1)

コ ミュニ ケ ー シ ョ ン機 会 の 上 昇 、(2)顧客 との イ ンタ ラ クシ ョン創 造 機 会 の 増 加 、(3)ビジ ョ ン・

意 思 伝 達 の直 接性 の 向 上 を はか るた め の 手 段 と して イ ンタ ー ネ ッ トの活 用/ブ ラ ウザ ー ビ ジ

ネ ス(Webテ ク ノ ロ ジー)が 考 え られ る。一例 と して 、世界 最 適 調 達 、顧 客 との 協 働 化(leaning

relationship)が あ る 。

情物 一体化 と場 面情報の 自動入 出力

今 まで見 えなか ったプ ロセ スが見え るよ うにな る効用 と して、リー ドタイムの短縮、仕事
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の 正 確 さや 質 の 向 上 が 考 え られ る 。実 現 させ る手 段 と して は 、バ ー コー ド、二 次 元バ ー コ ー

ド、ICカ ー ド、モバ イ ル コ ン ピュー テ ィ ングを 活 用 し、ネ ッ トワー ク との リ ン クを はか る こ

とが 重要 で あ る。 その 効 用 と して以 下 の こ とが 考 え られ る。

・カ ー トンマ ー キ ング とEDIの 出荷 案 内(ASN)に よ る検 品 レス 化 が はか られ る 。

・進捗 情 報 把 握 と品質 情 報 の 表示 や 書 き込 み に よ る品 質 保 証 シ ステ ム を確 立 で き る。

・SFA(SalesForceAutomation)に よ って 営 業 支 援 と営 業 の プ ロセ ス が見 え る。

・高 速道 路 の 自動 料 金 収 受 システ ム と その 情 報 に基 づ く輸 送 管理(ICカ ー ド)を実 現 で き る。

無 駄 な 時 間 を 減 らす だ けで ス ピー ドは 高 ま る。 その 手 段 と してバ ー コ ー ド、 二 次 元 バ ー

コー ド、ICカ ー ドが あ る。ADC(AutomaticDataCapture)は 、バ 一一ーコー ドか らさ らに書 き 込

む デ ー タを大 き く した り、書 き込 む スペ ー ス を小 さ くで き る こ とか ら、二 次 元 バ ー コー ドが

注 目を 集 め て い る。 モ ノ と と もにEDI情 報 も送 れ る よ う にな る。 ま た、RFID(RemoteID)

は、離 れ て い て も読 め る カ ー ドで 、汚 れ に も強 くな る。ま た 、 これ らの 方 法 は 、ネ ッ トワー

クの イ ンフ ラが な くて も使 え る と い う面 で優 れ て い る。

(5)CALSとEDIに よ る経 営 のス ピー ド化

IT技 術 活用 の効果(可 能性)は 、ルーテ ィ ン部分のデ ータ(コ ー ドな ど)と デー タ交換 を

標準化す る ことが重要 であ り、情報技術 に共通す る ことだが、特定のEDI標 準 を採 用 してい

る企業が少 ないとメ リッ トは小 さ く、普及 までに時間かか る。しか し、一度 閾値を超え ると

急速に普及 し始め、全体 のメ リッ トが大 き くな る。必要なの は、メ リッ トが大 き くな る ク リ

テ ィカルマスまで押 し上 げ るところで、政府機 関な どが積極 的に役割 を果 たす ことであ る。

押 し上げるのに もっと も強 く働 くのは外敵 とか、業界全体 が困難 な状況 に直面 してい ると

きであ る。逆 に普及 しないのは、それ ほど困 った状 況 にない とも考え られ る。

ITの20%/80%の 原則 とい うものがあるが、これ はITに お ける技術 的な問題 は20%に 過

ぎず、残 りの80%は 人 と組織 の問題 である とい うことである。

日本の場合はカスタマイズ し過 ぎる傾向がある。パ ッケー ジの ソフ トウ ェア製 品が多 く出

ているの に、独 自の システ ムを構築す る努力 に多 くの費用 と時間をかけ るが、まず既 製品を

導入 してか ら、仕事の や り方 をそち らに合 わせ て しま うとい うことを考えて も良いので はな

いか。
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(6)国 際 標 準 と既 存 のデ ー タ形 式 との課 題

欧米訪 問によ って違 いが見 られ たのは、欧米 ではEPR、SCMな どの戦略 の中心 にEDIを

組 み込んで い く、つ ま りEDIを ビジネ ス戦略の一つ として捉えて い ることで あ る。これに対

して、日本で はEDIを 単 な るユ ーテ ィリテ ィー として、業 務担当者の 問題 と して扱 われ るこ

とが多 い。両 者の間 にはギ ャップが大 きい。各 工業会で も標準 化す る ことで、どの程度利益

が 出るか とい う話 に終始 してお り、標 準化を業界 と して推進 してい くには、イ ンパ ク トが足

りない。

欧米の 団体 を訪問 した結果 、少 な くともX12、EDIFACTに つ いては豊富 に情報が提供 され

る機 関が あ った。欧米の 団体 か ら、日本 のCII標 準の情報の入手の仕方 につ いての質 問が多

く出た。 日本の標準 化 につ いて の働 きか けが海外 に対 して うま くい って いな いよ うである。

さ らに中国 ・韓 国 ・シ ンガポールでは、いずれ も政府を主体 に してEDIFACTを ベ ー スに し

た標準化 に取 り組んで いる。日本 と異な り、もと もとEDIの 標準化 とい うのが なか った こと

か ら、今 か ら追 いつ き、追 い越せ とい うことで、ア ジアのハ ブを 目指 し、計画 的に標 準化が

推進 されて いる。

港湾の通 関業務 に関す るEDIか ら領域を広 げてい るシンガポール は法律 や教育面 か らもア

プローチ してい る。それ に比べて 日本 では現在 開発 中の シンタ ックス(文 法)はEDIFACTを

ベ ースに運輸省 が発表 した もので、物流大綱 のEDIはCIIが ベース にな ってい る。 日本 では

ダブル スタ ンダー ドをその まま固定化 して い こうとい う動 きにな ってい る。効率性 とい う意

味 では 日本 の姿勢 は問題 ではな いだ ろ うか。 国内のデ ファク ト ・スタ ンダー ドをや ろ うと

いった場合 に国内 に閉 じた形 での標準 は、 どの程度浸透 してい けるか疑 問が ある。

日本の化学工 場は、海 外 に移転 してお り、日本 でのアプ リケー シ ョンは営業 とい うことに

な る。海外 と 日本 との取 引は、拡大 してい く方向にあ る。企業 と して は どち らの標準 を使 う

か について は、結局 、グル ープや企 業内の取 引だか ら、自前 のルールを適用 して しま うだろ

う。いずれ顧客 が望ん だ仕様 がスタ ンダー ドにな り、最終 的には標準 と して通 用 して い くだ

ろう。

日本で はCII標 準 は シ ンタ ックスルールだけで、メ ッセ ー ジの標準化 は や っていな いとい

うことであ る。データ項 目を揃えた り、ある程度 まで共通項 目を加 えて はい るが、業界 ごと

にや ってい くほ うが効率 的だと考え ている。 その結果、業際EDIと い う言葉 が使 われ る。

まずは、EDIFACTな どのEDI標 準の情報 を簡単 に手 に入れ られ る仕 組 みを整 備すべ きで

あ る。現在 は、Webが 広 く利用 されて いるので、情 報の入手 は容易だが 、Webか ら英文 で情

報を検索 して読 む ことか ら始め る と、一般 の利用者が簡 単 に理解す る ことは不可能 に近い。

また、日本の標準化 作業 を海外 で も理解 しやす い形 で、情報提供 されてい る もの はほ とん ど

な い。 こう した情 報をオ ープ ンにす る作業 が第一歩 だろ う。

現在 、 日本 で は シ ンタ ックスル ール の議論 だ けで ある。欧米 では メ ッセ ー ジに 関 して、
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ANSIとEDIFACTの2つ は、7～8年 前 か ら歩 み寄 りを見せ ている。そ うした動 向を 日本 は

把握 して いな い。EDIは コンピュー ター とネ ッ トワークを通 して、デー タ伝送す ればEDIが

実現 できる という誤解 があ る。エ レク トロニ ックデー タ ・イ ンターチ ェンジのベ ース はデ ジ

タル コ ミュニケ ー シ ョンをやるための メ ッセー ジであ り、欧米で は辞書づ くりに取 り組んで

いる。日本 か らネ ッ トワー クで データ交 換す る際 に、不可能 とい うことにな って しま う。EDI

のメ ッセ ー ジの差が非 関税障壁 とな るこ とも考 え られ る。2005年 か ら2010年 にか けて、問

題が大 き くなる局面が あ り得 る。こう した事 態を防 ぐための対策 はまだ遅 くない ので、早期

に取 り組 むべ きで ある。

(7)経 営 品質 とデ ジ タ ル革 命

1990年 代 に入 って国際的な競争が激化 し、経 営環境が激変 して い く中で、経営全体 の質 を

向上 させ 、クイ ック レス ポ ンス とコス ト削減 を実現 しな いと、競争力 を維 持で きない状況 が

生 まれてい る。旧来は、製品の 品質 によ って優劣がつ け られ てきたが、製 品の機能 や性能 だ

けで はな く、製品を通 じて顧客 が得 られ る満足度 に も注 目 していかな ければな らない時代を

迎えている。す なわ ち 「顧客が感 じる品質 」が追 求 され るよ うにな って きた とい うことが で

きる。製品 レベルの 品質 だけではな く、企業 全体 の品質(経 営品質)を 向上 させ よ うとす る

のがTQM(ト ー タル ・クオ リテ ィ ・マネ ジメ ン ト)だ が、経営 品質 とは、「企業 の経営 が顧

客の視点か ら運営 され、新 たな価 値(顧 客価 値)を 創 出 し続 ける仕組み の達 成度(経 営の 良

さ)」 を指 し、製 品品質 は もとよ り、サー ビス品質 や企業 収益 を 中心 とす る経営体 質 を も含

んだ概念 であ る。最近 で は地球環境 問題へ の関心 も高ま ってい るところか ら、企業 が社会 的

責任を果 たす とい う意味で、社会 品質 を も取 り込 んだ品質 が求め られ るよ うにな って きてい

る。

(8)実 用 的 な標 準 を確 立 す る た め に

実用 的な標準 を確立 してい くため には、企業 が本 当に必要性 を感 じてい るか が問題 にな

る。標準化がで きて いな くて も、商 取 引は可能 であ る。現状 に対 して企業 が本 当に標準 化が

必要 だと感 じない 限 り、なかなか前 に進ん でいかな い。もう一・つ は現状 ではス ク リプ ト、シ

ンタ ックス、メ ッセー ジ、辞書 な どの標準が 同一 レベルで語 られて いる。OSIの7階 層で は

ないが、 どこまで やるかを手 順を追 って整理すべ きであ る。

企業各社 が標 準化 の仕様を、お互 い に評価 しあ う基準がで きて いない。例え ば 日用 品雑貨

業界だ と、一例 と して プラネ ッ トとい うVAN会 社 がデー タ集をつ くり、電子商 取 引を推進

す る仕組 みをつ くってい る。その中で次 に何 をデ ータ集 と して や ってい くか、各 メーカ ー、

卸が集ま って決め る。先進的な卸 が このデー タ集 が必要 だ とい うことで、データ集全体 をあ
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ま り吟味 しな い うちに決めて しま う。その結 果、データ集 だ けが増 えて しま って、全員 が メ

リッ トを享受で きる体制 とい うものがで きない うちに、技術 だ けが先 にい って しまっている

現状が見 られ る。

標準化が進 まない のは 日本の企 業間の雇用環境な どの根本 的な ところに もあ る。同 じ業界

の中で も今 まで、系列 や株 式の持 ち合 いに見 られ るように、取 引がかな り固定的 だ った ため、

横断 的な需要 はあま り重 要でなか った。こ うい う状況 は次第 に崩 れて社会構造 や経済構造 が

変化 して くる と、 自ず と標準化へ 向か って い くことにな るだろ う。

(9)グ ロー バ ル ス タ ン ダ ー ドとイ ンハ ウ ス ス タ ンダ ー ドの整 合 性

コ ンベ ンシ ョナル な情 報化投資 では、大手企業 を主体 に した メイ ンフ レー ム 中心 の集 中

的 ・階層的な システ ムの構 築が行われて きた。各社 独 自の仕様 ・標準 に基づ いて 自社 内の各

事業所、あ るい は系列 取引先を専用化 された端末で接続 して情 報交換 を行 ってきた。そのた

め に、社外のネ ッ トワー クとの接続 に多大な工数を必要 とした、つ ま りユ ーザ ー とベ ンダー

との協力 によ って一定 の範 囲で専有化 された システム とな っていた。

これ に対 し、分散 処理 のネ ッ トワー クアーキ テクチ ャーが発展 して い くにつ れ て、ネ ッ ト

ワークの相互接続性 ・相互運 用性 を確保す るための標準化へのニーズ も拡大 してい くことに

なる。さ らに最近 のダ ウ ンサ イ ジングの流れは、相対的に メイ ンフ レームで の情 報処理 を軽

減 し、情報の共有化 がはか られ る環境を用意 してきた。

しか し、大規模 な製 品デー タベー スな どは、運用 の面で もセキ ュ リテ ィーの面 か らもオ リ

ジナル データ として大 型マ シンに蓄積 してお くほうが効率性 が高い。しか し、これ まで独 自

に構築 された システムや蓄積 したデ ータの資産 をその まま温存 してい くことは、市場 の解 放

性 を阻害す る要 因 となるばか りではな く、グローバル スタンダー ドに準拠 したデー タへ の変

換 に際 して コス トが増 大 してい くことになる。社会イ ンフラ、グ ローバル スタ ンダ ー ドと し

ての標準化が急がれ る根 拠 は、独 自のデータや プロ トコルを利用す る期 間が長 い ほど移行へ

の障壁 が高 くなる ことを意 味す る。

逆 にデータやプ ロ トコル の標準化 とオープ ン・システム化 は、相互接続が容易 に な り広範

なユ ーザーが相互 に利用で き るよ うになる。

このよ うな標準化 の効 果 と して期待で きるのは、第 一に個 々のクライア ン トマ シンか ら取

り出せ る情報 量が飛躍 的に増大 す ること。第二 に、多 くのユ ーザ ーが統一規 格で デー タ交換

す ることで、ソフ トウエアやハ ー ドウエアの開発 が活発化 し、開発 や供給 が拡大す るこ とに

よ って、パ フォーマ ンスの高い製 品が生まれ、価 格を低下 させ る条件が整え られ る。第三 に、

異な るベ ンダ ー間で 標準 化 が進 む と、ア ップ グ レー ドやア フタ ー ・サ ー ビス、 トラ ブル

シューテ ィング、とい った販売後の維持管理 も容易 になる ことが期待 され、新規 の保守 や改

造の専門業者の誕生を促進 す ることに もな る。
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(10)普 及す るイ ンター ネ ッ ト型 情報 システ ム

本委員会 が取 り上 げた事例研究 の中では、イ ンターネ ッ ト型の情報 システムが多 く見 られ

た。イ ンターネ ッ ト型の情報 システム は、国際 レベル での デフ ァク ト化 が進ん でい ること も

あって、言語 だけではな く、画像情 報を駆使 したデータの交換 も可能 であ る。

郵政省 が行 ったイ ンターネ ッ トの利用 に関す るア ンケー ト調査 では現状 の利用 率が19.2%

で、前回調査 と比較す る と6.9ポ イ ン ト増加 してい る。また、今後 利用 したい と考え る事 業

所 は32.0%あ り、既 に利用 して いる事業所 と合わせ ると51.2%の 事 業所で今後 の利用が期待

され る。

1997年6月 現在、イ ンターネ ッ トとIP接 続 が可能 な国 と地域 は、全世 界で171カ 国、地域

(対 前年 同期比37カ国増)で 、電子 メール による情報交換 が可能 な国を含め る とア ジア とア フ

リカの一部の地域 を除 く195カ国(同9カ 国増)と な る。

イ ンターネ ッ トに接続 されて いるホス トコン ピューター数を主 な国別 で見 る と、米国が約

2,062万 台(全 体 の69.5%)と 最 も多 く、以下、日本(約117万 台、全体の3.9%)、 ドイ ツ(約

100万 台、全体 の3.4%)、 英 国(約99万 台、全体 の3.3%)、 カナダ(約84万 台 、全体 の2.8

%)の 順 とな っている。
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3.事 例 研 究

本委員会 ではEDI、CALSの 基盤 となる異 なる企 業間でのデータベ ースの共 有化 、電子商

取 引、電子 決済 につ いて、実例を通 して調査研究 した。その 中か ら、現 時点 での問題点 や さ

らに広範囲な データベ ースの共有やデー タ交換 に向 けた課題 を抽 出す る ことと した。本報告

書で は委員会討議 で紹介 された4例 と最近 アメ リカのパ ソコンメーカーが試行 して いる先進

事例 について ま とめ る ことと した。

(1)繊 維産 業 におけ るQRとQRコ ー ドセ ンター の機能

QRコ ー ドセ ンターの沿 革

昭和43年(1968)繊 維 産 業構 造 改善 臨時 措 置法 に基 づ いて繊 維産 業 構 造 改善 事 業協 会

(TextileIndustryRestructuringAgency)設 置、その後 に我が 国に流通す る繊維 商 品の流通の効

率化や消費者ニ ーズ把握 の第一 歩である単品管理の効率化を支援す ることを 目的 に設立 され

た。

この システ ムは、繊 維商 品の商品属性情 報(ブ ラ ン ド、服種、色、サイズな ど)を 、共通

商品 コー ド(JANコ ー ド)を キー と して、一 元的 に収集 ・管理 ・提供す るデー タベ ースで、

主にアパ レル/卸 売業 と小売業 が利用す るシステ ムであ る。繊維産業構造 改善事 業協会 とと

もに繊維 の上流か ら小売業 までを含めた業界団体 であるQR推 進協議会 が活動。

繊 維産 業のQR推 進 の沿革 は次 の通 りであ る。

1993年

1994年

1995年

1996年

1997年

新繊維 ビジ ョン発表

QR推 進協議 会発足

衣料品へのJANソ ース マーキ ング宣言 、QR95日 本(初 開催)

EDI標 準 メ ッセー ジ集 、TIIP(テ ィープ)開 発(シ ステム&

ネ ッ トワーク)

QRコ ー ドセ ンター稼動、TIIP実 証実験 開始

1997年 秋 か らコー ドセ ンター と して実際の業務 を開始す る。

QR基 盤 整 備 事 業

繊 維 産 業革 新 基 盤 整 備 事 業(TextileindustryandinnovationProgram:略 称TIIP)は 総 額30億 円

で 、 そ の 内 容 は以 下 の3点 で あ る。

・生 産 シ ス テ ム 技 術 の 開 発

・情 報 シ ス テ ムの 開 発 ・実 証

・TIIPネ ッ トワ ー ク(一 種 のVAN)の 構 築 とEDIの 標 準 化
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TllP事 業の概要

事業の内容 と しては、以下 のよ うな ものが ある。

(1)電子 ネ ッ トワー クに対 応 した業務 システムの開発

(2)生産管 理技術 ・生産技 術の 開発

(3)前記(1)の 実証の ためのネ ッ トワー クの構築

(4)実証 実験

以上の4本 柱 は、すべ て繊維な どの関連企業 ・団体 な どか らの公 募で実施 してい る。

業務 システムの開発 テーマ は25件 あ って内訳 は、以下の とお りであ る。

(1)商 品開発 、生 産、供給 の単品管理 に適合 した業務 システム……5件

(2)多 品種 、小 ロ ッ トの商品開発、生産 、供給 に適合 した システ ム……5件

(3)商 品開発 、生産、供給の リー ドタイム短縮 に適合 した業務 システ ム…8件

(4)電子市 場 に適合 した業務 システム……6件

(5)業務 フローの改善、互換性確 保な ど共通基本テ クノロジーに係 る業務 シス

テ ム……1件

生産管理 技術 ・生産技術 の開発 テー マは10件 あ って内訳は、 以下の とお りで ある。

(1)紡糸 ・紡績 ・織布 段階 ……4件

(2)染色段階……5件

(3)縫製 ・編み段階 … …1件

TllP実 証 実験の状況

実証実験 参加企業数 は1129社 で、業務 システムの利用状況 は下記 の とお りだが、上位 シ

ステム と して下 記の システムを用意 して いる。

・アパ レル 向 け縫製 仕様書 作成 システム

・POSデ ータを利用 した小 売業の補充 システム

・生地 デザ イ ンの シ ミュ レー シ ョン ・システム

・アパ レル ・テキス タイル間での受 発注、生産 、物 流管理 システ ムの開発 と

TA標 準EDIシ ステ ムの開発縫製企業 にお ける受注か ら出荷 までの生 産支

援 システム

さらにEDIを 含 む本格稼 動 システ ム と して は下記 システムを用意 して い る。

・POSデ ータを利用 した小売業 の補充 システ ム

・需要 予測 に基づ く、 自動商 品補充発注支援 システム

・カー トンボ ックス配送管理(SCM)

・事前 出荷 明細通知(ASN)シ ステ ム

・百貨店 向け4レ ベルPLUシ ステ ム
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・生 地 デ ザ イ ンの シ ミュ レー シ ョ ン

・シ ス テ ム

・店 頭 情 報 管 理 シス テ ム な ど

現 時点 での効果 と して は下記の各点が認め られてい る。

・自動発 注 システムによ り、店員 の時間的余裕 か ら店 内管理が 出来 るよ うに

な った。また、在 庫の削減 に寄与 してい る。

・出荷 カ ー トンラベル(SCM)とASNで 検 品の省力化 が図れ てい る。

・試作織 に要す る出張回数が減少 した
。

・百貨 店で の単 品 レベルの マスター運用が可能であ るこ とが明確 とな った。

繊 維産業 のQR

QRと い うの は繊維業 独 自の ものだが、産業界で いうBPR(BusinessProcessReengineering)

とほぽ同義語 であ る。QRは 技術論 ではな く、企業 の トップがパ ー トナ ー シップ に基づ いて

アパ レル と小 売業 との繊維産 業全体 にわたるBPRを 実現 してい く戦 略で ある。す で に実証 実

験 を完 了 し、いか に低価 格で加盟企 業 に利用 して も らうかを検討 してい る。従来 は アパ レル

と小売の担 当者 が折衝 して、お互い に交換 す る情報をを確認 していた ものを情報 部 門や財務

な どのセ ク シ ョンを巻 き込んだ形で総合 的なQRを 進展 させ る。

小売業 ・アパ レル企業 間のQRは 以下 の手順 で進 め られて いる。

・パ ー トナー シップの醸成 は、ベ ンダー会議で小売 業が主導 して行 われ る。

・情 報の共有 化は、POSデ ータの アパ レルへの提供、さ らに上流 のテキ スタ

イル まで情報を送 る

・QR情 報技術 の利用→食 品では広 く普及 して いるJAN(13桁 の コー ド)を

アパ レルの生産段 階か ら導入 して情報の統一 をはか る。従 来 はアパ レル

が、百貨店か らの要求 によ って店舗固有 のタグをつけなければな らなか った。

∫

フ ァッシ ョン製品 は鮮度 が要求 され るため、短時 間で多 くの作業を しなけれ ば な らず、百

貨店 ごとに異 な る値札 をつ けるのは、アパ レルの側 か らは大 きな負担 だ った。その ため、値

札 を標準化す る方 向で進 んでい る。

EDIの 推進 について は、小売 ・アパ レル 間では発注、出荷 明細 、売上在庫 、返 品な ど32種

類 、テキスタ イル ・アパ レル間では16種 類、アパ レル ・縫 製工場間で は15種 類 の メ ッセー

ジを決め、SCM(物 流の梱包 用バ ー コー ド)か ら情報分析 によ る補充体 制、商 品開発 を経て

Co-Laborationす なわ ち協業化を実現 してい く。

従来 、各 アパ レル メー カー は、百貨店での商 品別の売 り上 げ情報 を入手す るため に、閉
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店後 にブラ ン ドタグをスキ ャンして再 入力 して いたが、JANコ ー ドによ って商 品 コー ドを

共通化 し、売 り上 げ時点 でPOS入 力 した情報 を共有す ることで、派遣社員 の残 業時間を少

な くす ることができるよ うにな った。

QRコ ー ドセンターのサー ビス

アパ レルメーカーか らの商 品マスターの登録を、バ ッチまたは リアルタイ ムで受理 して登

録す る。バ ッチの場合 は一括処理 の完了後 に結 果 フ ァイルを返送す る。リアル タイム処理 の

場合 は、アパ レル側 の端末 か ら入 力 して登録 が完 了 した時点でQRコ ー ドセ ンターか ら通知

す る。いずれ の場合 も標準化 され たJANコ ー ドと して登録す るため、小売 側 の利 用者 は、異

なるアパ レル メーカーであ って も同 じデータ フォーマ ッ トによって情報 交換 がで きる。

商 品マ スター の階層構造 は、ブラ ン ド(セ レク シ ョン)→ ス タイル(メ ーカー品番)→ 色

またはサイズで識別 され る個別商品 とな ってい る。

公開す る情報 は相手先に よって制限で きる。登 録す るデータの フォー マ ッ トはカ タログ登

録 申込 フ ァイルの形式 に従 う。

登録時点 で、データ処理番号、情報 区分 コー ド、データ作 成 日、受注者 コー ド、発 注者 コー

ド、製造 ・卸企業 コー ド、商品の名前、価格 、商 品の カテゴ リー、商 品の季節、商 品の色、

名称、サイズ、小売業への公 開 日付 な どの基本 データを入力す る。

プ ロフ ァイル とは、QRコ ー ドセ ンターに登録 されてい るJANコ ー ド情報 デー タベ ースか

らデータを抽 出す るための 「要 求表 」の ことを い う。プロファイルには、下記 の2種 類 があ る。

1.顧 客 プロフ ァイル:QRCForWindows

2.百 貨店 顧 客 プ ロフ ァイル

顧客プ ロファイル とは、QRコ ー ドセ ンターのJANコ ー ド情報デ ータベ ー スか ら個別 の小

売業者が扱 いやす い形 でデータを抽 出す る 「要求表 」の ことをいい、百貨店顧 客 プ ロフ ァイ

ル とは顧客 プ ロファイルに、「従来百貨 店へ提出 していた商 品台 帳(例 えば、取 引 データ、管

理 データ)を 電子化 した もの」を付 加 した ものを さ し、換言す れば特定の アパ レル と特 定の

百貨店 との取引データを抽出 した もので、従来 は書面で百貨店 に渡 して いた。

アパ レル業者 が、商品企画 を行 って最初 に初 回投 入の商 品を製造す る前 に 自社 のホス トに

商 品の情報を登録す る。登 録 された データを コー ドセ ンター に も同時 に登録 す る。シーズ ン

が始 まる前 に百貨 店 とアパ レル の間で商 品の種類 と納 品量 につ いて商談 を行 う。商談 が決

ま った段階で、百貨店顧 客プ ロファイル をつ くって渡す。百貨店 はプ ロフ ァイル を もとに、

自社 の商品マス ターを作成す る。

これ 自体 としては百貨店側の個別管 理用 データが含 まれているため、アパ レル側 よ り改善、

統一化 の要求が 出て いる。
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(2)海 外の化学業界 におけるEDI標 準化

アメ リカのX12はEDIFACTに 対 して、お およそ対応 がつ くよ うにな って い る。石油化 学

工業会に関連す るEDI標 準 と して、CIIのDevelopmentGroupsofSthndardMessageにJPCA(物

流関係で はJTRANが あ る)が あ るが、これをEDIFACTに 対応 でき る仕様を考 えて い こうと

した。なぜ、石 油化学工 業会が 国際標準 を意識す るか とい うと、日本 のマ ーケ ッ トが飽 和状

態 にな り、また海外 の企 業か ら攻め られて いる ことか ら、海外 のマーケ ッ トを狙 わ ざるを得

ない状況 にあ るか らで あ る。

実際に海外 の仕様 に準拠 す るよ うに取 り組 もうと した時に、EDIFACTが いいの か、また

はX12な のか とい う点か ら考え た。EDIFACTやX12を 理解 しよ うと した時 にア プ ローチの

仕方が ほとん どない。高度情報促 進セ ンター(CII)に 尋ね て も実態が どうな ってい るかの情

報を取 ることがで きなか った。電子機械工業会(EIAJ)や 流通 システム開発 セ ンターな どは

チ ャネルを持 ってい るよ うだが、化学業界 では欧米 の標準化 の動向につい ての情 報 を入手す

ることはで きない。その ため、アメ リカのケ ミカル業界のCIDXや 、欧州 の化学 関係 の業界

団体CFFICの 情報 通信 関係のWGな どを訪問 した。

特 に欧米 との違いを感 じたの は、欧米で はEPR、SCM等 の戦 略の 中にEDIを 組 み込 んで

いこうと、つ ま りEDIを ビジネ ス戦略の1つ と して捉えてい ることだ った。 これ に対 して、

日本で はEDIを 単 な るユ ーテ ィ リテ ィーと して、業務担 当者 の問題 と して扱 われ る ことが多

い。両者 の間 にはギ ャ ップが大 きい。当工業会で も標準化す る ことで、どの程度 、利益 が 出

るか とい う話 に終 始 して お り、標準化 を業界 と して推進 してい くに は、もう1つ イ ンパ ク ト

が足 りない。

欧米の団体 を訪問 した ところ、少な くと もX12、EDIFACTに ついて は豊 富 に情報 が提供 さ

れ る機関が あ った。欧米 の団体 か ら、日本 のCII標 準 の情報 の入手 の仕 方 につ いての質 問が

多 く出た。日本 の標準 化 につ いての働 きかけが海外 に対 して うま くい って いないよ うであ る。

さ らに中国 ・韓 国 ・シ ンガ ポール にい くと、3国 いずれ も政府 を主体 に してEDIFACTを ベー

スに した標準化 に取 り組 んでいた。

日本 と異な り、もと もとEDIの 標準化 とい うのが なか ったことか ら、今 か ら追 いつ き、追

い越せ とい う ことで、ア ジアのハブを 目指 し、計画 的に進 め られ ている。港湾 の通 関業 務に

関す るEDIか ら領域 を広 げてい るシンガポールは法 律や教育面か らもア プ ロー チ してい る。

それ に比べて 日本 で は現在 開発 中の シンタ ックスはEDIFACTを ベ ース に運輸省 が発表 した

もの と、物流大綱 の 中のEDIはCIIが ベ ースにな っている。日本 ではダブル スタ ンダー ド論

をそのまま固定化 してい こうとい う動 きにな ってい る。国情が異な ると言 えばそれまで だが、

効率性 とい う意 味で は 日本 で は問題で はない だろ うか。国内のデ ィフ ァク ト・ス タ ンダー ド

をやろ うとい った場合 に国 内に閉 じた形での標準 は、どの程度浸透 してい け るか疑 問で ある。

43



3

日本の化学工場 は、海外 に移転 してお り、日本 でのアプ リケ ー シ ョンは営業 とい うことに

な る。海外 と 日本 との取 引 とい うのは必ず 、拡 大 してい く。この時には企 業 と しては どち ら

の標準を使 うのか。結局、グル ープ企業 内の取 引だか ら、自前 のル ール でや って しま うよ う

にな るだ ろ う。やがて は顧 客が望ん だ仕様 がス タ ンダー ドにな り、最終 的に は落 ち着 いてい

くだろう。

もう1点 取 り上 げたいのが、 日本 で はCII標 準 は シンタ ックスル ールだ けで、 メ ッセー ジ

の標準 とい うことはや っていない とい う点だ。デ ータ項 目を揃え た り、あ る程度 まで共通項

目を加えて はいるが、業界 ごとや ってい く方 が効率 的だと考え てい る。その結果 、業際EDI

とかい う言葉が使われ る。

まず は、EDIFACTな どのEDI標 準 の情報 を簡 単 に手 に入れ られ る仕組 みを整備すべ きだ。

現在、Webが 多 く登場 しているので、簡単 に情報 は入手 できるが、Webか ら英文 で情 報を検

索 して読む という所 か ら始 めた ら、普 通の人 が簡単 に理解す る ことは不可能 に近 い。 また、

日本の標準化作業 を海外 に理解 しやす い形 で、情報提供 され ている ものは ほとん どない。こ

うした情報をオ ープ ンにす る作業 が第一歩 だ とい う感 じがす る。

(3)電 機 業界 にお けるEDIの 問題 点

日本電機工業会(JEMA)の 概 要

1936年 に関係 者の定期会合を 開設 し、1940年 に業界団体 と して、 日本 電機製 造協会 を設

立、1946年 目本電気機械製造会 が設 立 され 、これを母体 に1948年 目本電機工業会(TheJapan

ElectricalManufacture'sAssociation)と して発足 。現在会員数 は正会員177社 、賛助会員84社

となって いる。

1997年 の統計 では、JEMAが 取 り扱 う生産額 は33兆7900億 円程度で ある。その うち重電

が4兆3700億 円あま り、家電が2兆7000億 円あ ま りとな ってい る。輸 出は約35%、 輸入は

輸 出の30%程 度。重電機 器は制御装 置 と1体 化 して システム と して売 り込 むケ ースが多 い。

最近 は制御装置の比率 が大 き くな ってい る。

電機工業会 は、鉄鋼 に対 しては材 料の購 入者で あると同時に、機械 設備な どの販売先で も

あ り、電力業界 に対 して は電力の大 口ユ ーザ ーであ るとともに発 電設備 な どの販売先である、

とい うよ うにユーザ ー とサプ ライヤ ーの両方 の立場 を もつ ことが多 い。 そのた め産業 的な

データ交換で はユ ーザー と しての立場 とサ プライヤー と しての両方 の立場で板挟 み にな る。

JEMAで はEC/EDI/CALSへ の積極 に取 り組む ため、慣報化関連委員会 の下 に以下 のよ うな

委員会 を設 けて い る。

EDI委 員会 には、電力EDI専 門委員 会、資材EDI専 門委員会 一鉄鋼EDI分 科 会、情報技術

専 門委員 会があ り、CALS委 員会 に は、CALS技 術専 門委 員会 、CALS普 及専 門委員会 、受

変 電系統 設計標準化WGが あ る。
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電力CALS推 進委員会 は、EngineeringCommunicationSheet=設 計の連絡書 の交換 を実現 し、

(火 力発電所用)シ ーケ ンスCAD標 準化 ワーキ ンググル ープを設置 してい る。

コンピュー ターの2000年 問題 に対 して対策委員 会を1998年12月 に発足 させ た。

最近 まで2000年 問題 は、ユ ーザー と して しか考 えていなか ったが、重電の制御 用機器 に

組み込 まれてい る もので は寿命が50年 以上 というもの もあ って、内蔵チ ップへ の評価 を進 め

てい る。現在の ところ一時停止す るす るよ うな事態 はあ って も大 きな問題 はな い ところまで

確認 されてい る。

JEMAで のEDI推 進の経過

平成3年2月 通 産省電子政策 課、電気 機器 課か らの電気4業 界、比較 的早 い

時期 か らEDIに 取 り組 む(1991年)(電 力、電線、 電 子)連

携指針を受 け活動 を開始 。

平成3年9月EDI推 進委員会

平成4年1月EDI推 進検討幹事会

平成4年3月 柱 上変圧器取 引WG、 電線取 引WG設 置

平成4年4月 柱 上変圧器取 引標準 メ ッセー ジ部会及 電線取 引標準 メ ッセー ジ

部会設置

平成4年5月 電力業界 との柱 上変圧器 取引及電線業界 との電線取 引検討 開始

平成4年5月 電事連 との推進打 ち合 わせ 開始

平成4年8月 情報 システム部会設置

平成4年10月EDI推 進 協難会(JEDIC)へ の参加

平成5年10月 東京電力 と配電用機器 メーカー間とのEDI取 引開始

平成6年11月 電線業界 とのEDI取 引開始。鉄鋼業界 とのEDI検 討 開始

平成8年1月 北海道電力 とのEDI取 引検討用始(平 成9年12開 始)

平成8年5月 九州電力 とのEDI取 引検討 開始(平 成10年6開 始)

平成8年10月 中部電力 とのEDI取 引検討 開始(平 成11年1開 始)

JEMAで のCALS推 進の経過

平成6年9月(1994)CALS技 術研究組合(NCALS)設 立準備検 討委員 会参加

平成7年5月CALS推 進協議会(CIF)及 びNCALS設 立 と同時 に参 加

1)実 証モデルの開発→火力発電所 ポ ンプ システム

2)業 種別 研究の推進→鉄鋼、 自動車、電子部 品、航 空機 、 ソ

フ トウエ ア、 プラ ン ト他

平成7年8月 鉄 鋼設備CALS実 用化研究推 進

平成7年11月 電力CALS実 用化研究推進開始

火力発 電所 の ドキ ュメ ン ト共通化
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平成9年10月 技術連絡 書(ECS)電 子化実証試験 開始

東京電力 五井火力発 電所

中部電力 知多火力発 電所

四国電力 阿南火 力発電所

平 成10年12月 シーケ ンスCADデ ー タ交換標準 化研究 開始

EDI化 の対象 とな る業務 は、大 き く分 けると下記 の4種 類 にな る。

1.社 内EDI→ 社 内の各工場 システ ムを結ぶ システム

2.資 材 調達EDI→ 社 内事業部/社 外取 引先企業 間

3.受 注EDI→ 社 内販売 システム/社 外大 手顧客 間

4.国 際EDI→ 社 内事業部/海 外現地法 人

統合EDIシ ステ ムと他社 との取 引に必要 なEDI標 準が あ り、かつて は フロ ッピーデ ィスク

の交換やFAXに よる購買発 注が行 われてい たが 、最近 はWebを 使 った電子取 引が多 くな っ

て きてい る。現在は特定の部門間や企業 間で電子取 引が行われて いるが、近 い うちに普及 し

て くることだ ろう。ある工場 での調査結 果で は1998年 末の計画 で約140社 、70%の 取 引がオ

ンライ ン化 されてい る。標準 の利 用 は、EIAJ(電 子機械工業会)方 式が大半 を 占め ている。

効果の予測

定量 的な効果 として は、入力作業 、受付作業 の削減、出力作業 、用紙 の削減 、発送作 業、

郵便料の 削減な どの効果が 明 らか に認 め られ る。定性 的な効果 としては、情報 伝達の迅速化

と正確化 、顧客サ ー ビスの充実及 び信頼 性の 向上、さ らに企業 イ メー ジの 向上 が確認 され て

いる。

JEMAは 、鉄 鋼業界 と1991年 か らEDI化 に取 り組み、鉄鋼EC実 用化 研究へ参画 した。JE

MAと 鉄鋼各業界 のEDI取 組み時期 は、電機業 界が1991年 で、鉄鋼業 界 は1994年 か ら始 ま っ

た。経過 は、1996年 度 に専任者を派遣 し、1997年 度 はJ工 場EC1実 証実験 参画、翌1998年

度 にF工 場EC2実 証実 験 に参画 し、J工 場EC2実 証実験継続 中。

通産省 の呼び掛 けでIPA(情 報処理 振興事業協会)の プ ロジェク トNCALSに 参 画 した。

実証実 験には26社1団 体 が参加 し、平成10年 度 は、研究体 制を鉄鋼EC参 加 メ ンバ ーを

中心 とした拡大 メ ンバ ーで推進 中であ る。

データおよびプロ トコルを標準化する際の問題点

実証実験か ら明 らかにな ってきた問題点は、一部大企業 も会員であるが、全体 として中小

企業が多 く、情報化投資が十分にできないということである。

鋼材など基礎資材の購買に関しては古 くか ら高炉メーカーと電機業界の間に商社が入って

商取引が行われてきたため、本質的には発注部門の電子化によって大 きな効果が期待できる
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が、実際は顧 客 に神経 を使わな くてよい資材 購買 の部門か ら電子化 してい ると ころが多い。

デ ータ交 換 は、本来 は統 一一した形 式を用 い るべ きだが、現 状 はEDIFACT、EIAJ、CII、

ANSIX12が 混在 して採 用 され てい る。

(4)日 用雑貨 の流通 にお ける画像デ ータベース の活用

SP2(エ ス ピースク ェアー)の 概要

商 品の画像 情報、文 字情報を メーカ～卸売 業～小 売業 、関連業種(広 告宣伝 業、印刷業 な

ど)に よ り共 同利用す るデー タベ ースで、データ仕様(画 像情 報、文字情 報)を 規定 し、 ビ

ジネスプ ロ トコルの標準 化を行 い、デ ファク ト・ス タ ンダー ドによる業 務効率化 と、ECRの

推進 を図るのが 目的であ る。

各画像 の体系 と仕様 と しては、基本画像 を、外観(大)640×480ピ クセル、外 観(中)320×

240ピ クセル、外観(小)160×120ピ クセル、外観(極 小)80×60ピ クセルの4種 類 で構成 。

拡張画像 は、説 明画像320×240ピ クセル で、棚 割用画像(長 辺 が200ピ クセ ルにな る矩形

を基本 と し、商 品の大 き さに合 わせて画像サ イズを変更 して もよい)は 、正 面、上 面、右 面、

背面、底 面、左面 の6点 、印刷用画像 は、1280×960ピ クセル と してい る。

基本釣 考え方

普及 を 目的 と し、標 準化 され た技術、デ ファク トスタ ンダー ドを優先 して採用す る事 と し、

扱 う画像 は、第1次 と して静止画の標準化 を行 う。

画像 の大 き さは、1280×960ピ クセル、640×480ピ クセル、320×240ピ クセル、160×

120ピ クセル、80×60ピ クセル と している。画像 の色数 は、鮮 明度、拡張性 な どか ら1677

万色(フ ル カラー)と してい る。圧 縮方式 は、国際標準であ るJPEGを 採 用 し、圧 縮率 は、1/5

か ら1/20を 基本 と し、画像 の大 きさに合わせてガ イ ド値を設定す る。

文字項 目と して は、基本 文字項 目に商 品コー ド、国産輸入 区分、メーカー名、商 品名称情

報、商 品分 類、メーカー側商 品 コー ド、価格、商 品規格、原産 国 ・産地 、成分 ・原材料 、容

器形態、賞 味期間、発売期 間、商 品コメ ン ト、同一－JANme数 商 品説 明、その他を規定す る。

画像関連文字 項 目と しては、外 観画像(商 品説明)、説明用 画像(内 容物、調 理例、利用 シー

ン、関連商品、ライ ンナ ップ、単 品複数 、サ イズ表示 、CMカ ッ ト、その他)、棚割用画 像(幅 、

高 さ、奥行 、 フ ック穴位置(XY)、 その他)、 印刷用画像を規定す る。

JICFSと の関係 は、文字情報仕 様の整合を保つ よ うに し、SP2文 字項 目に は全JICFS文 字項

目を含む。属性 、桁 数、各種 コー ド体 系(分 類 コー ド、容器 コー ド、規格 コー ドな ど)はJICFS
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に準拠 している。

データ内容の整合 は、SP2に 登録 した商 品情報 はJICFSコ ー ドセ ンターにてJICFSに 自動

登録 し、JICFSコ ー ドセ ンターにて メ ンテ ナ ンス した情報 は、登録 した メーカに返 送 し内容

確認後SP2の デー タを メーカーの責任 にて修 正す る。

業界標準EDIと の関係 では、以下 の各業界 標準EDIメ ッセー ジフ ォーマ ッ ト上の商 品属性

文字項 目との整合 性を持つ よ うに して いる。

標準EDIメ ッセー ジフ ォーマ ッ ト(酒 類以 外の加工食 品 と日用雑貨 品にお けるメーカ～卸

～小売間のEDIメ ッセー ジフ ォーマ ッ ト)は 、下 記の ものを利用す る。

・F研(食 品業界)EDIメ ッセー ジフ ォーマ ッ ト

・菓 子業界EDIメ ッセ ー ジフ ォーマ ッ ト

・日用品業界EDIメ ッセー ジフ ォーマ ッ ト

・生 活用 品業界EDIメ ッセ ー ジフォーマ ッ ト

WebEDIの 概念

メーカー、物 流セ ンター、販売店(コ ンビニ エ ンスス トアな ど本部傘下 の各店舗)の 情 報を

統合化 ・共有化す る ことに よ り、過剰在 庫の削減及 び品切 れを防止 し、お客様へ のサー ビス

向上を 目指す電子商談 を推進す る。

WebEDIの メ リッ トと しては、本部 でな された商談 に基づ いて商品情報 を各店 舗 に適宜送

付す るため、以前 の よ うに一度本 部での商談 が成 立 した後 に、各店舗 に取 り扱 いを打診す る

必要がな くな り、 棚割や店頭 に 陳列 す るまでの時 間短縮が可能 にな り、画像 と文字 に よる

オ ープ ンな利用環境が実現 できる。

画像 フ ァイル形式 は、ISO規 格 であ るJPEG形 式 に統一す ることによ り、市 販の画像処 理

ソフ ト(フ ォ トシ ョップ、ペ イ ン ト・シ ョップ ・プ ロな ど)、 市販 の ワープ ロ/DTPソ フ

ト(MS-Word、 一太郎 な ど)、 棚割 ソフ ト(ス トアー ・マネー ジャー、ア ポロな ど)に て利

用可能であ る。

利 用者端末 と して は、PC(Windows95以 上 を搭載)とWWWブ ラウザ ー(NetScape

NavigatorVer.3.0以 上 またはイ ンター ネ ッ トエ クスプ ローラー・-Ver.3.0以上)を 利用 す る。

静岡のオ リオ ンの例

1986年 全 国に先駆 けて設 立 され た 「イ ンター ネ ッ トを利用 した企業 間(卸 ・小売 間)電 子

販促流 システム」で、小売業 が730社 、卸業者が497社 参加 して、「通商産 業省電子商取 引実

証実験」の事例 と して取 り上 げ られてい る。

「電子販促流 システ ム」 とは、IPA(情 報処理 振興事業協会)が 主管す る電子商取 引共通基
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盤整備事業である。(株)日 立製作所の 「販促流電子化のための共通基盤技術開発 と実証

実験」として、静岡県下の卸小売業者合計8社 で実証実験に協力 とている。

電子販促流 システムの概要 と特徴

MDC(マ ーケテ ィング ・デー タ ・セ ンター)に よ る一括管理 を実施 し、画像情報及 び商 品

特徴情報 の利 用を行 う。イ ンターネ ッ トを全 面的に利用 して卸売業のMD機 能 をサ ポー トす

る。季節 毎、イベ ン ト毎、新商 品の発売毎 に行われ る卸売業 か ら小 売業へ の提案/商 談(プ ロ

モー ション)業務を サポー トし、提案/商 談業務 に必 要な機能 ・デー タはマーケテ ィング ・デ ー

タ ・セ ンター(MDC)で 一元 的に管 理 してい く。

卸売業、小売業 はイ ンターネ ッ トを通 じてMDCに 接続す るだけで商 談の場への参 加が可

能 にな る。電子販促 流 システ ムで期待 され る効果 と して は以下の よ うな ものが ある。

・投 資 コス トが低 く、地 域 中小の流 通卸 ・小売業 の参加 が容易で あ る。

・販促 流 に関す るデータ フォーマ ッ トの標準化を促進 す る。

・卸 売業 ・小売業 間での商談 におけ る面談時 間の短 縮す る。

・卸売 業 におけ る提案作成 業務のサ ポー トが可能。

・共通 提案 か ら個別提案 を 自動 的に作成で きる。

実証実験の先 にある電子販促流 システムの課題 と しては、以下の よ うな ものが ある。

・商 品情 報の迅速な入手 を どのように して実現す るか。

・画像情 報の取 り込み。

今後 の計画 と しては、以下 の よ うな ものが ある。

・EDIの 実現

・棚割 ソフ トとの連動

・商 品基 本情報 は参加企業 の商品マ スタ登録 と連動

・提案情 報 はEDIの 発注 データに連 動

・提案情 報 に付属す る画像情報 は、小売業の棚割 ソフ トに連動

今後 はSP2な どの基盤 となるイ ンフラのデータベースとの連動 が必要 にな る。商 品情報 が

集 ま りき らな いので、地 域VANが これ まで はEOSと い うJCA手 順で送 られ る数 値情報 だ っ

たが、画像情報 を取 り込 ん だOBN(OpenBusinessNetwork)と い ったセキ ュ リテ ィーを保証 さ

れ たイ ンター ネ ッ トに してい く方 向にある。

プ ラネ ッ ト(業界イ ン トラネ ッ ト)の例

Webを 中心 と したオープ ンネ ッ トワークで、404社(う ち140社 が メーカー)の 企 業 とネ ッ

トワー クを もつ、データ は14種 類程度を交換 してい る。EDIサ ー ビス と して は、基 幹EDIと
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WebEDIを 用意 して、流通、資材、物 流か ら金 融 までのEDIを 実現 してい く。

データベースサー ビスと して は、商 品情報 、取 引先情報な どを業界 内で共有 してい る。

マルチメデ ィア ・コ ミュニケー シ ョン・サー ビスと しては、電子 メール、掲 示板 な どEDI、

データベ ースサー ビスを補完す る個人 単位 の ビジネ スツール を用意 してい る。

基幹EDIだ と大手 メー カーの ホス トコ ンピューターか らプラネ ッ トの コ ン ピュー ター に

デー タを投 げ、小売業者 は、 プラネ ッ ト経 由で ホス トに入 る。

ホス トコンピューターを もたない卸 だとWebEDIで 端末 か ら接続す るメ リッ トは、デ ータ

件数2万 件程度 だと数十分 かか っていた ものが、短時 間でで きるよ うにな る ことで ある。

業界の画像 データベース とプ ラネ ッ トが行 ってい る14種 類の受発注 デー タが あ る。デ ー

タベ ースサー ビスの特長 は、下 記の とお りである。

(1)画像 デー タ伝送

業界商 品DB(外 観用1面 ・棚割用6面)

(2)漢字 データ伝送

業界取引先DB(店 名、住所)、 業界商 品DB(商 品名、棚割用商 品名 、プ ロフ ィール)

(3)対話型検索

Web検 索、ダ ウンロー ド

(4)簡単なア クセス

パ ソコ ン、電話回線、ブ ラウザ ーのみで簡単 にアクセ スでき る。

データベースサー ビスを利用す る メ リッ トと して は、(1)デー タをダ ウ ンロー ドす るため、

パ ソコン上でデ ータの二次利用 が容易 にな り、ダ ウ ンロー ドしたデータのホス トへ の連 動が

で きる。(2)容易なア クセ スが可能 にな り、イニ シ ャル コス トが不 要で、場所を 選 ばず 、担 当

者単位 にデータベ ースへ のア クセ スができるよ うにな る。

さらにデー タベース ごとの メ リッ トは、業界取 引先 データベー スによって 、自社 マス ター

の精度、鮮度の 向上が はかれ 、リアル タイムの検 索がで き、名称 、本部 な どをキ ー と した 自

由度 の高 い検索が可能 にな るので、最新 の御店 ・小 売店情報を いち早 くキ ャ ッチで きる。

業界商 品データベー スによるメ リッ トは、新商 品情 報の一斉通知がで き、タイム リーな商

品提案 ・商談が可能 にな るとと もに、画像デー タを ダウ ンロー ドす ることで、棚 割用画像 の

登録作業 が不要 にな り、 タイム リーな棚割提案 が可能 となる。

SP2を 通 じて提供 され る社会 イ ンフラを利用 して、プ ラネ ッ トが業界商 品デー タベ ー スを

構築、社会調査研究所、ニ ールセ ンな どが画像提供 ビジネ スを展 開 して いる。

マルチ メデ ィア コ ミュニケ ーシ ョンでは、電子 メールでの商談、電子掲示 板を 利用 した企

業 内や企業間での利 用可能 な電子的 な名刺交換 を実現 し、画像 デー タベースを使 った電子見

本市 も可能 にな る。
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(5)米 国パ ソコ ン産 業 のBTOシ ステム

コ ンピューターの世界 は技術進歩 が速 いため、企画 や設計段階か ら製 品の発売 にいた るま

での過程 を短縮す る必要 があ る。また、市場での製 品サイ クルが短 かいので、販売 予測を誤

る と過剰 な在庫を抱 えて しまった り、機会損失を大 き くす る リス クが常 につ きま とう。

ア メ リカのパ ソコ ン販売 では、発売 してか ら日が経つ につれ て実勢価 格が低下 してい くた

め、小 売 り業者 が抱え た流通在庫 につ いては、出荷 メーカーが差額 の補 償 を行 うのが一般 的

な取引形態 にな ってい る。その ため、流通段 階での製 品の滞留 は大 きな損失 につ なが る可能

性が高い。

そ こで編 み出 され たのが、BTO(BuildtoOrder)と い う生産方式で これ は、デル ・コ ンピュー

タが使い 出 した用語 であ る。一般 的には 「部 品見込 み生産方式 」「ATO(AssembletoOrder)

生産」な どといわれてい る生産方 式である。これ は、製品 を構成す る部 品 は見込 みで手配 し

てお いて、組立 は顧 客か らの注文情報 によ って開始す る。パ ソコ ン本体 の構成部 品 は筐体、

電源、CPU、 マザ ーボー ド、メモ リー と各種 の拡張 ボー ド、デ ィスプ レー、キー ボー ド、マ

ウスな どか らな る。パ ソコ ンメー カーがすべての部品調達 か ら最終製 品の出荷 まで行 うと在

庫が過剰 にな ることが多 い。

IDCの 調 査 レポー トによる と1997年 のパ ソ コンの シェア は、全 米で は コンパ ックが16.0%、

デル9.3%、 パ ッカー ドベル8.8%、IBM8.7%だ が、世界 では コンパ ックが12.7%、IBM9.0%、

デル5.9%、 ヒュー レッ トパ ッカー ド5.6%と な って いる。

しか し、1998年3月 に コ ンパ ックは第4四 半期 の利益 が当初 の見通 しを大 幅に下 回 り、ほ

ぼゼ ロにな ると発表 した。要 因は需要 予測を読 み誤 り流通在庫が過剰 にな って しま った ため

であ る。これ に対 してデル ・コ ンピュータは好調 に収益を伸ば して い る。その 要因 は、BTO

生産 にあ る。つ ま り設計 か ら製 品化 までの速度 よ りも、製 品の供給速度 で競 争 し、製 品の在

庫 を極力 圧縮 して い く方 法であ る。

さらに進ん でモノ レール ・コンピュー タは、小売ル ー トで販売 して受 注生産す る方 式を開

拓 した。今 までのデ スク トップ とはまった く違 うデザイ ンで、モニ ターには低価格 のDSTN

の液晶パ ネル を使 い、マザ ーボー ドやCD-ROMと い った主要部 品は、す べ て液 晶パ ネル の

中に収め てい る。アーキテ クチ ャー と しては一世代古 い ものだが 、800ド ルか ら1500ド ル と

い う低価格 が受 けてい る。初心者 に的を絞 り、高性能 を追求す るので はな く、個 人用 の表計

算、電子 メール、イ ンターネ ッ ト、ワープロな どな ど基本 的な処理 に特化 した設計 に してい

る。このパ ソコ ンの製造 は、組立 方法や販売物流の方法を決 めてか ら商 品企 画 と設計 が決定

され る ところ もユニ ー クな点であ る。

生産 も小 売店 で注文 を受 けて か ら工場で組 み立 て、それを宅配 便 で消費 者 に直送 す る。

ア ップ グ レー ドにつ いて も、顧 客か らモノ レール社 に電話で 申 し込み、 宅配業 者が製 品を

持 って行 って4日 後 にはア ップ グ レー ドを完了 した製 品が届 け られ る。販 売 には量販店な ど
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の小売ル ー トを利用 し、その後 の メ ンテナ ンスな どは顧客 と直接対応す る。モ ノ レールは米

国で現在、小売ル ー トで販売 してい るパ ソコンメー カー と して は第4位 だが、従 業員 はた っ

た45人 で運営 して いる。同社 が担 当す るのは商品企画、 マーケテ ィ ングと物流 の コーデ ィ

ネー ションだけで、生 産やサ ー ビスはア ウ トソーシ ング されてい る。

52



4.討 議 テ ー マの 整 理

(1)ITを 基礎にした産業組織変革の課題

これ まで 日本 的経 営 と呼ばれて きた ものを支えて きた、終身雇 用制、年功序 列賃金、日本

型生産 システム とい った諸慣行 ・諸 システムは、 同質的な情 報処理 能力を備 えた従業員 を

コーデ ィネ ー トす る手段 と して強みを発揮 して きた。また、日本 的な生産管理 システ ムが国

際競争力を もつ製 品の開発 と生産を実現 して きた。つい最近まで大 きな競争力 であ った これ

らの要素 も、今後 は、個 人の情報処理能力 の格差が拡大 してい くにつれ て再編 を迫 られてい

くであ ろう。

これ までの一元的な各企業独 自の情報 システムや系列取 引に代 わ って、情報 ネ ッ トワーク

を利用 した 「バ ーチ ャル ・コーポ レー シ ョン」によ って、複数 の企 業が各 々の所有 す る資源

をネ ッ トワー ク上で共有 して、事業 を推進す る組織 形態 も登場 してい くことになろ う。

イ ンターネ ッ トの ような グローバルなネ ッ トワー クを利用すれ ば、新規の参入 コス トは以

前 と比べ て極 端に節約で きる。新規 の創業だ けでな く、大企業で も世界 のパ ー トナー と設計、

製造 、調達、物流、資金 決済な どを相 互 に分担す ること も可能 にな る。個別の企業独 自のデー

タ形 式やプ ロ トコル に制約 され る ことな く、標 準化 が実現すれ ば、ほんの数人の発意 がき っ

かけ とな って、大 規模 な新 ビジネスが始 まることも不可能で はな くな る。実際、このよ うな

企業組織 は、アメ リカで仕 様が決定 された ソフ トウエアの開発 をイ スラエルや イ ン ドで制作

に当た る、 とい う形で現実 の もの とな りつつ あ る。

ネ ッ トワー ク上で結合 され たいわゆ るバ ーチ ャル ・コーポ レー シ ョンで は、事 業 の多角化

を推進 してい くことの メ リッ トも薄れ る。一企 業で必 要な技術 は基本 的 に 自社で 開発す ると

い う垂直統合 の原理 は、他社 か らの技術 や製品の調達 が容易 にな る ことによって大 きな意味

がな くな り、それぞれの分 野で最適 な供給者 を世界規模で選択で き るよ うにな る。世界規模

で広 がる情報 ネ ッ トワー クの もとで は、分業 や多角化 も進行 し、極端 な場合 には、いわ ゆる

SOHOビ ジネスが大規模 に結合 してプ ロジェク トを担 うこと も可能 にな る。

企業 の枠 に とらわれた これまでの発想 のままでは、情報技術を利用 した柔 軟で多様な事業

展 開を把握す ることが困難 にな る事態 もあ り得 る。特 にこれか らも多 国籍化 が進む と考え ら

れ る 日本 の企 業は、ネ ッ トワーク型組織 の運営 に習熟 し、新たな 日本 的 システ ムを確立 して

い くことが不可欠 にな る。
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4.一 ー マ の

(2)デ ー タベース の標準化 を進 める上での課題

ネ ッ トワークの標準化 が、商取引の活性化 と望 ま しい結果を もた らす ことは 自明で ある。

標準化は、一企業あ るいは業界 だけで進 め るの はほ とん ど不 可能で 、 円滑 なデ ータ交換 や

ネ ッ トワークの相互接続 ・相互利用 を実現す るため には、行政府や潜 在的な取 引企 業 な ど、

さまざまな レベルで有効 な システムを創 りあげて い く必要 があ る。

イ ンターネ ッ トのよ うなオ ープ ンな システムを 、本格 的な商 取引に利用す るに は、技 術的

に も法的に もク リアされ な ければな らな い課題が数多 くある。一元的 な管理 者が いない ネ ッ

トワークの もとでは、信用維持 やセキ ュ リテ ィーの点で堅固な電子決済 の方法を技術 的 に確

立す ることも急務 であ る。

(3)産業組織の文化的相違について

産業データベ ースの標準化 をはか って い く上で、企 業が培 って きた 固有 の文化を いかに し

て温存あるいは発展 的に解 消 してい くかは重要な問題で ある。

日本の企 業での知識 の集積 は現場の仕事を通 して行 われて きた。「終身雇用 」の もとで は、

長期間にわた って行われ た有形無形 の育 成のための投資が無駄 にな った り、独 自の ノ ウハ ウ

が社外に流 出す る危険 が少 なか ったためで ある。 しか も日本 の生産現 場の従業員 の多 くは、

多能工が多いため職種や勤 務地の変 更に よって も容易 に適応 できたため、新 しい技術革 新を

積極 的に導入 し、企業 が環境変化に適応 して い くことができた。さ らに多能工 的な人 材の育

成過程で は、縦 と横 のチ ームワークが形成 され、円滑 な コ ミュニケ ー シ ョンの 回路 が形成 さ

れてきた。

企業文化 と呼ばれ る もの の中心にあるのは、コ ミュニケー シ ョンの形 式であ るといわれ る。

日本 の企業での意思 決定 は、ボ トムア ップの要素 が強 く、下か らアイデアが積 み上 げ られ て

い って リーダーが決裁す るとい う形が と られる。意思決定 や決定 の実行 に際 して重要な役 割

を果た して きたのが ミ ドル層 だが、「終身雇用」の もとで長期 にわ た って勤務す る ことで、社

内での人 的ネ ッ トワークを もつ ことにな り、日常業務の遂行 や新規 のプ ロ ジェク トに対 して

合理的な合意の形成が可能 にな る。

しか し、一方で企 業固有の ミ ドル層を 中心 と した コ ミュニケ ー シ ョンのネ ッ トワー クに大

き く依存 して業務が遂行 され る結果 、企業 内あるいは業 界内での イ ンフ ォーマル な コ ミュニ

ケーシ ョンによる実質 的な意思決定の部分が大 き くな ることもあ る。

EDIやCALSを 考え る場合 は、特定の企業 内や業界 内での問題で はない、供給側 と需要側

を含ん だ国際的な取 引場 面での合理性が追求 され なければな らない。その ためには これ まで

明文化、定 式されて こな か った情報 について も可能な限 りデ ジタル化 してい く方 向を追求 し
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な けれ ばな らな くな るだ ろう。また、競争の 中心的 な力が情報 化、知識 の共 有 にある、とい

う認識を トップ 自 らが もって強力 に推進す る必要が あろう。

(4)経 営資源 としての情報技術およびコンテンツ

旧来 の情報化投 資が直接効率性を上 げる もの であ ったのに対 して、イ ンターネ ッ ト技 術を

ベ ースに した情 報 システムでは、双方 向性や所有す る情報 の平準 化 が実現 して い く結果、従

業員の意思 決定への参加機会が増大 す る。さ らに社 内だけではな く、直接 意思 決定 に参加 す

るわ けで はな くて も、日用雑貨 品や酒類、食料品な どの業界 では重要 な情 報の ひ とつ と して

直接消費者 の印象やニ ーズを収集す ることも可能 にな る。こう した状況 では、情報 システ ム

とい うものが、事務処理 よ り も情報 提供を通 じた顧客サー ビスであ った り、逆 に顧 客か らの

要望を受 け取 る装置 と しての役 割が増 してい くことになる。これ か らの情 報 システム は、場

面の 中に含 まれ る意味を も判断 できる必要 があ り、マルチメデ ィア によ るコ ミュニケー シ ョ

ンな ど、テキス ト以外 のデータを分類 してい くような技術 が必要 に な るか もしれ ない。個 別

の企業 に とっては、さ らにそ う した装 置を通 じて把握できるはずの情報 に対す る感度 を上 げ

る努力 も必要 であ ろ う。

企業活動 の基本 が製 品の性能や価格、顧客へ のア ピールでで あ るこ とは変わ らないが、製

品や宣伝力 での差別化 がむずか しくな ってきた ときに 「顧客満足度 」「企業へ の信頼感」

「ブ ラ ン ドイメー ジ」 とい った無形 の企業資産 に頼 ることも必要 にな る。消費 財 にかかわ

るメーカーや小 売 りの場合 は、直接消費者 との受発 信の装置 と しての情報 技術 および さま

ざまな システムか ら生 み出 されてい くコ ンテ ンツが重要 にな って くる。 イ ンターネ ッ ト技

術 は、従来 の 「放送 」に代表 され る大 きな装置 を所有 し、一方 的に情報 を発 信す るマス メ

デ ィアと、電話 に代表 され るよ うな 「特定者 間の双方 向型情報交換 」で あ る電機通信 との

垣根を崩 してい く側面 ももってい る。

55



5.ム'

5.今 後 の課 題

(1)情報化投資のパ ラダイム転換

情報化 も含めて これ までの投 資活動 は、「省力化」「効率化 」をめ ざ した もので、情報投 資

によ って得 られ る経営 品質を正面切 って取 り上 げ る機会 は少 なか った。情報化投 資のパ ラダ

イムは、大 き く次 のよ うな4つ の時代 区分 を もって いる。

(a)EDPの 時代

大 手企業 での メイ ンフ レーム導入 によ って、事務処理 の一 括大量処理が可能 に

な ってい き、新 たに情報 システ ム部 門が編成 されてい く時代。

(b)SISの 時代

企 業組織 の各 部門で発生す る個別のデ ータをメイ ンフ レーム上 に統合 して、競

争力の強化 をめ ざ して、縦 割 りの組織 の 中で効率化 を進 め てい くとい う発想

で、MISな どの統合 した情報 システ ムを背景 に意思決定 を行 お うとい う方 向。

(c)分散処理 の時代

SISで 業務の細分化が進みす ぎた状況 を もう一度壁 を乗 り越えた枠組 みの 中で

意思決定を して いこうとい う流れ が出て くる。メイ ンフ レー ムによる一括 処理

と分散 アーキテクチ ャによ る補完 が行 われ るよ うにな る。BPRで 業務 プ ロセ ス

を再設計 して い く方 向にな り、情 報 システムの 中か ら付加価値をつ けてい こう

とい う発想 が生 まれ る。

(d)PCネ ッ トワー クの時代

ダ ウ ンサ イ ジングの流 れの 中で、ワー クス タイルの革新 、非定型業務情 報や知

の共有を実現 し、個人 のパ ソコ ンか ら情報 を引き出す 。

情報処理 や意思 決定が さ らに現場 サイ ドに移 され てい く。

旧来の情報処理 システ ムの構築 は、専任の担 当部門に よって行 われ 、ユ ーザ ーサイ ドか ら

提 出され る業務 フ ローやデー タ量に基づ いて設計条 件が決定 されて きた。メイ ンフ レー ムを

中心 とす る コンピューターが一定の範 囲で標準化 され、技術進 歩 も安定 して いた ため、あ る

程度専任部 門がユ ーザーの業務を学習す る余裕 が あ った時代 とい うことが でき る。

しか し、現在 ネ ッ トワーク レベルの全社 的な システム に責任 を もつ部 門は、 コ ンピュー

ター技術の進歩 が急速であ るため、システ ム開発 を行 いなが らユ ーザ ーサイ ドの業務 を深 く

理解す るとい うことは不可能 にな りつ つあ る。同時 にク ライア ン ト側のOSや パ ッケー ジソ

フ トの進歩に よって、以前 の よ うにすべて のプ ログ ラムを システム部 門に依頼す る必 要 も少

な くなって きてい る。

さらにイ ンターネ ッ トの普及 は、情報 システムと して見 る限 りは企業組織の 内 と外 との 区
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分を強 く意識す る ことな く接続で きるよ うにな ってきた。

従来か ら情報処理 にか かわる費用 は 「取引費用」である とい うのが定説 だが 、別 の見 方を

すれば 旧来の情報処理 が効率化 の一面で評価 して きたの に対 して、新 しいパ ラダイムの もと

で提供 され る情報 は、販売促進や営業費用 であ った り、コーポ レー トア イデ ンテ ィテ ィーを

強化 してい く手段へ と変化 しつつ あるとい うこともいえ よ う。
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5.△'

(2)中小企業を含めた標準化への課題

CALSやEDIを 推進 してい く上で大企業 内あ るい は大企業 間で のデータの標準化 が議論 さ

れ ることが多 い。しか し、あ る一面で は 日本 の製 造技術を支えて きた中小 企業 が落 ち こぼれ

てい く方 向での標準 化 には、問題が ある とい う意見 も委員会 の中であ った。

一言で 中小企業 とい
って も、経営 の実態 は多様 であ る。大企業 の専 属下請 け と しての経営

もあれば、製造 ロ ッ トは小 さいが特殊 な加 工技術で存立 してい る企 業 もある。最 近 では規模

は中小だが、高度な技術力 を もつ、 いわゆ るベ ンチ ャー ビジネス も少 な くな い。

ただ今 日情報化 に 向けた投資がパ ソ コンの価格低 下 と性能 の向上、イ ンターネ ッ ト型イ ン

フラによるユーザ ーイ ンターフ ェイスが開発 されて きた ことな どを通 じて、わずか な投 資で

大 きな効果が上げ られ るよ うにな って きてい る以上 、これ以上CALSやEDIに 対 して無関心

な中小企業を必要以上 に擁護 してい く必要はな いのではないか とい う意見 もあ った。

コンピューターネ ッ トワークの構築が技術 的にもコス ト的に も容易にな ってきて いる以上、

ある種 の共通言語 と してITを 利用 して い く方 向を、企 業規模 にかかわ らず真 剣 に考 えて いか

なければな らない。
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(3)デ ファク トス タ ンダー ドという陥穽

公 的機関が認証 した規格 をデ ジュ リースタ ンダー ド(dejurestandard)と い うのに対 して、市

場 での 占有率が高い ことな どか ら実際上 は公 的な規格 と同 じよ うに受 け入れ られ ている もの

を 「事 実上の規格 」(デフ ァク トスタ ンダー ド:defactostandard)と い ってい る。

かつ て はJISの よ うに、政府機関 な ど公 的に認 証 された もの だ けが規格 であ ったが、技術

変化 の激 しい電子機器 な どで はデ ジュ リースタ ンダー ドが確立す る前 に デフ ァク トス タ ン

ダー ド化 が進行 す る とい うことが よ く起 きる。

また、デ ジュ リー とす る場合 に もその前提 と して多 くの企業が採 用 して いる ことが前提に

な る、 とい う逆 の判 断基準 が適用 され ること も多 くな ってきた。

これ までJISは 「無 償原則 」が とられ、特定の企業 などが ライセ ンス と して所有 し、他社

には有料 で利 用を認 めてい るような技術 は、デ ジュ リーと して認証 して こなか ったが、

1995年6月 の通産省 工業技術院のr工 業標準化推 進長期計 面審 議特別委 員会報 告』 に盛 ら

れ た 「技術革 新が著 しい分野にお ける標準化行 政の あり方 について 」では、 デ ファク トと

して特定 の企 業が所 有す る技術を広 くJISに 認定 していこ うとい う方針 が打 ち出 された。

一般 的には
、 コス トや機能性 、調達 やメ ンナ ンスの容易 さな どの要素 で市場 での競争を

通 じてデ ファク トステ ンダー ドが確立 してい くのだが、弊害 が出 るこ ともあ る。競争 して

い る規格 があ る場合 に、デ ファク トと して確立 しした ものが必ず しも技 術的 に優れてい る

とは限 らない とい う問題 であ る。 また、デ ジュ リー化が遅れ る と、市場 で過 剰 な競 争が展

開 されて しま うことによ るロス も大 き くな る。

日本工業標 準調査会 ・国際部会(山 本卓 眞部会長)は 、平成9年11月10日 通産大 臣に対

して 「今後 の我が 国の 国際標準化 政策 の在 り方」 を答 申 して い るが 、 その中 で これ まで は

ヨー ロ ッパ諸 国がデ ジュ リー化の動 きが強 く、ア メ リカがデ ファク トで処理 して い くケース

が多 か ったが 、近年 はア メ リカ もデ ジュ リー化 に積 極的にな って きて いる と して いる。また

同 じ答 申の 中で 、日本の標準基準作 りが、他国 の提案 にコメン トす る受 け身の対応 が主流 で、

国際舞台で 自国の意 見を反映で きな い例 が多 い こと も指摘 して い る。
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第2部 資料編

異なる企業間で相互共有する為の情報の構造化アプローチ



異なる企業間で相互共有する為の情報の構造化アプローチ
企業間商取引における情報共有化への対応推進事例

(社)日本電機工業会(JEMA)の 構成メンバ ー

JEMAで のEC!EDVCALS

EDIの 推進

CALSの 推進

電機メーカーにおける最近の事例

A社 統合EDIシ ステム化の背景

統合EDIシ ステム概念図

EDI化 の対象 となる業務

統合システムEDI概 要図

A社T工 場EDI化 変遷

F工場 としてのEDIの 狙い

効果の予測

標準資材[イ ンターネ ット]システム概要図

標準EDI-PCパ ッケージ業務 メニュー

図面 ・仕様情報の交換

企業間ECの 推進 〈企業間高度電子商取引推進事業〉

鉄鋼配 への参画にあた り

電機 鉄鋼業界EDI変 遷

鉄鋼㏄ 実用化研究への参画

研究推進体制

鉄鋼EDIの 進展状況

鋼材の流通フロー

業際 ビジネスの現状 〈鋼材受発注に関す る企業間情報交換〉

開発テーマ

参加企業 ・団体

体制、実験対象領域の拡大

鉄鋼nc実 用化研究 と今後のEC化

A社F工 場での今後の課題



JEMA概 要 一－n

JEMAで のEC/EDI/CALS

**情 報 化 関 連 委 員 会

電力EDI専 門委 員会

資材EDI専 門委員会 一鉄 鋼EDI分 科会

情 報技 術専門委員会

CALS委 員会

CALS技 術専門委 員会

CALS普 及専門委 員会

受変電 系統設計標準化WG

電 力CALS推 進委員会

(火 力発 電所用)ECS標 準化WG

<EngineeringCommunicationSheet>

(火 力発 電所用)シ ーケンスCAD標 準 化WG

コンピュータ2000年 問題 対策委員会(1998/12)

← 設計の萄鯵
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EDIの 推進

H3!2通 産省電子政 策課、電 気機器課か らの電気4業 界

(1991)(電 力、電線、電子 、電 機)連 携指 針を受け下記活動を開始
H3/9EDI推 進委 員会

H4!1EDI推 進検討幹事会

H4/3柱 上 変圧器取引WG、 電線取 引WG設 置

H4/4柱 上変圧器取引標準メッセージ部会 及電線取引標準メッセージ部会設置

H4/5電 力業界との柱上変圧器取 引及 電 線業界との電線取引検討 開始

H4!5電 事連 との推進打ち合わ せ開始

H4!8情 報 システム部会設 置

H4!10EDt推 進協 議会(JEDIC)へ の参 加

H5/10東 京電 力と配電用機 器メーカー間とのEDI取 引開始

H6!11電 線 業界とのEDI取 引 開始 鉄鋼 業界とのEDI検 討開始

H8/1北 海道電 力とのED;取 引検討開 始(H9/12開 始)

H8!5九 州電 力とのEDI取 引検討 開始(H10/6開 始)

H8!10中 部電 力とのEDI取 引検討開 始(H11/1開 始)

CALSの 推 進

H6/9CALS技 術研 究組合(NCALS)設 立準備検討委員会参加

(1994)

H7/5CALS推 進協議会(CIF)及 びNCALS設 立と同時に参 加

1)実 証モデルの開発 火力発電 所ポンプシステム

2)業 種別研究 の推進

鉄鋼、自動車、電 子部 品、航空 機、ソフトウエア、プラント 他

H7/8鉄 鋼設備CALS実 用化研究 推進

H7/11電 力CALS実 用化研究推進開始

火力発電所のドキュメント共通化

H9/10技 術連絡書(ECS)電 子化実証試験開始

東京電力 五井火力発電所

中部電力 知多火力発電所
四国電力 阿南火力発電所
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狙 い

各事業部/取引先企業/顧客間

における受発注データ交換の

高度化 ・効率化 ・集約化

統 合EDIシ ステムの構 築
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資材調達先一
電力業界 顧客

電子部品 顧客

家電量販店

海運業者

現法・海外顧客

EDI化 の対象 となる業務

1.社 内EDl
－社 内各工場システム

2.資 材 調 達EDI
－社 内事業部/社 外取 引先企 業 間

3.受 注EDI
－社 内販売システム/社 外 大手顧 客間

4.国 際EDI
－社 内事業部/海 外現地 法 人



△ ξ

社外

受

EDI標 準

EDIFACT:国 際 標 準

ANSIX12:米 国標 準

Cll(日AJ):国 内 標 準

亀ノEMA

A社T工 場EDI化 変遷

東芝府中工場εOIへ の取組み

シ
ス
テ

発
注
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企
業
間
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テ
ム
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イ ンター
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F工 場 としてのEDIの 狙 い

*手 配 リー ドタイムの短縮

*間 接 業務 の効 率 化

(事 務処 理軽 減 、ペーパ レス)

*デ ータ信頼 性 の 向上

(入 力 ミス レス)

*企 業イメージの 向上

(工場取引先協力会 との連携協 力)

効果の予測

*定 量 的な効 果

・入 力作業 、受付 作 業の削減
・出 力作 業、用紙 の 削減
・発 送作 業、郵 便料 の削減

*定 性 的な効 果
・情 報伝 達 の迅速 化/正 確 化

・顧 客サ ービスの充実 及び信 頼性 の

*向 上

・企 業イメージの 向上



.ノEMA

標 準 資 材[インターネット]EDIシ ステム 概 要 図

各 工 場EDIセ ンター 取引先

所要計画情報
唾 パッケージ1

見積依頼情報
統 合EDl

確定注文情報

変更注文情報
く ■ システム

← .イ ンター →,

ネ ット

[受注管理]

見積回答情報

注文取消 ・打切情報 (見積明細情報)

(継続見積情報)
納期確認情報

[売上管理]
納入指示情報

納期回答情報
入荷情報

納品書作成
検収情報

[売掛管理]

買掛明細情報 [マスタ管理]

注文残高確認情報

標 準EDI-PCパ ッケージ 業務 メニュー

メニュー 画 面
・送信,受信 送受信状況
・所要計画情報 所要計画一覧

:量離 礁 丁=『
(単価履歴照会)

・個別 見積快哉

・纏縫 見積決鍛

・注文 確認情報

・納期 回答情報

・出荷情 報

・納品書 発行

・納 品書 再発行

・入荷 一覧

・納入 予定

・検査 一覧

・検収 一覧

・買掛 明細

・注文 一覧

・受注 状況

帳 票
送受信状況一覧
所要計画一覧
見積一覧表

継続見積回答
(単価内訳)、
(単価履歴照会)
個別見積決裁
縫続見積決裁
注文確認回答
納期回答
出荷登録_出 荷一覧

L_EIAJ標 準納品書
東芝標準納品書
入荷一覧
納入予定一覧
検査一覧
検収一覧
買掛明細一覧
注文一覧
受注状況一覧

マスタ管 理 メニュー
・取引先

・品名コード変換

・協定単価

・単価履歴

・自社情報

・初期設定

・外部ファイル出力

・DB保 存

・特記事項
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籔 ・次元弘・

図面,仕 様情 報 の交換

・関係会社

・協 力会社

・特約代理店

注情報にもとずき

図面情報の検案

◎発注情報作成碕に図面

情報をコピー
削除時期?

企業間ECの推進
〈一 〉

高度情報通信社会推進本部(本 部長:内 閣総理大臣/H6)

〈通産省〉電子情報技術を活用した日本産業のダイナミズム回復

企業間ECの 推進 企業間高度電子商取引推進事業26プ ロジェクト

約200億 円

CALS実 証実験の案種別展開

自動車、鉄鋼設備、宇宙、航空機、建設、造船、プラント、ソフトウエア他

企業間EC実 証実験の推進

鉄鋼EC、 石油化学他

電子商取引実証推進協議会(ECOM)の 設立
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A社

鉄 鋼ECへ の 参 画1あ た り ・

オープンDB鉄 鋼 メー カー

「買い」 の立場

「売 り」 の立場

一
電機

1991年EDl推 進 委員会設置

'ピ シ◆ネスプロトコルの検討

一資材 発注業務 ビジネスプ

ロ トコル標準

－ElAJ取 引情報 化対応

標準

・4事 業分野連携指 針(電 機、

電子、 電線 、電 力)

1993年EDI導 入検討

・ 受注EDI/変 圧器取 引

(電 力)
・ 発注EDl/電 線 取引(電

線)

1995年EDl導 入 ガイ ド

90年鉄鋼ネッ購 研究会設

9ヲ年F鉄 鋼EDt標
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鉄鋼EC実 用化研究への参画

JEMA電 機/鉄 鋼各業界のEDl取 組み時期

電機業界:91年

鉄鋼業界:94年

■96年 度:専 任 者 の派遣

■97年 度:J工 場EC1実 証実験参 画

■98年 度:F工 場EC2実 証実験参 画

工場EC2実 証実験継続

研究推進体制

CALS研

EC研 究 会:20社1団 体29名(2名 非専 従)

炉(6):新 日鉄 、川 鉄 、NKK、 住 金 、神 鋼 、日新

機(4):東 芝 、日立 、三 菱 、富 士 電 機

社(8):三 菱 、三 井 、伊 藤 忠 、丸 紅 、住 商 、日商 、トー メン、川

材 加 工 業者(2):五 十 鈴 、静 岡 スチー ル

商社各社/金 属

鋼材加 工(C/C)各 社

鋼材倶 楽部

鉄 鋼EDIセ ンター

JEMA/EDI委 員会

全国C/C工 業組合 ソフト開発外注

(新日鉄、川鉄情報)
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JEMA

鉄 鋼EDIの 進展 状況
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広幅コイル(母材)
所での効率生良

書要地毎に配送
一次保管

書書家使用部品に適し
サイズに加工(戚品)

カンパン方式の納入

指定部品1二加工

S品 のアツセンブル

多様な製品の頷造

川下分散型物商流フロー 〈素材産業型〉
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業際 ビジネスの現状
く鋼材受発注に関す る企業間情報交換〉

情 報 流
宮廷、_巳AメL」巨PI-.9L

,材 所要量の算定
煩特車iム(■‡ξ規格の選定}

引受け可能量一〉注文量

開発

目的1応 じて複 数 のオ ー プンDBを 検 索 し、デ ー タ

を抽 出 ・集 計 ・回答 す るエー ジェントと周 辺 機 能
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一
◆参 加企 業 ・団体26社1団 体

団体(1団 体)

◆開発外注先

鋼材倶楽部

新 日鉄(El事 業部)、川鉄情 報システム

体制、実験対象領域の拡大

*研 究期 間:平 成10年 度

*研 究体 制:鉄 鋼EC参 加企業を中心 に拡 大メンバーにて推進

事務局/鉄 鋼会館内

〈情報提供者〉

鉄鋼メーカー

〈需要業界分野 一薄板〉

電機 自動車 その他

将来1000社 規模

実 証企 業、事業所拡大
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JEMA

鉄鋼EC実 用化研究と今後のEC化

企業間情報コミニュケーション基盤が未整備現状

EDI/電 話/フ ァックス/打 合せ 等人間系主体対話
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電 機 メー カー
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雪 商社 曇 コイルセンタ違 曇 鉄 鋼 メーカー
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・使用予定入力(3ヶ 月)

・使用予定入力(1ヶ 月)

・置足納入抱示入力(1W)

' ・母材 在庫

・成晶在日

。≡ ・出荷類墾
'出 荷予定

≡

)

・注文道捗(製 造工種)

・ミル在庫

・出荷実績

1

・..一_… 一一 .≡誓 一 ー ー ーーー 一__ 一

1情 報交換基盤の開発=実 証
1実 証 企業商取引き情報の公開(オープン分散DB)

1

公開情報の利用ツール提供
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A社F工 場での今後の課題

工場 生産 管理 と鉄 鋼ECと の連携

資材調達EDlと 鉄鋼ECと の連 携

連 携用 イ ンター フェース の開発
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